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第4章 労働者のコレクティヴイズム-労働組合運動論-

l節 労働組合運動の歴史的分析

-r労働組合運動の歴史� (1 � �咋)-

『労働組合運動の歴史� (1894年)序文でウエツブは次のように述べていた。

「我々が労働組合運動の研究に着手したのは， 我々自身の仮説を証明するた

めではなく， それが提示する諸問題を発見するためであった。 だが我々は，

これらの諸問題の性質についてなんの先見ももたないほど， その主題につい

て無知ではなかった。 それらはほぼ確実に経済的な問題であり， 一般的な経

済的行動原理(a common economic moral)を示すだろうと我々は考えた。

そのような予想をしたことは今でも当然だと思うし， もしそれが達成されて

いれば， 我々は文句なしにその成果をうけいれたことであろう。 だが， そう

はいかなかった。 研究が開始されるやいなや， 我々は次のことに気付いた。

すなわち， 労働組合が， 労働諸条件， 産業組織， 産業進歩におよぼす影響は，

生産過程における無限の技術的多様性によって支配されているために， それ

らは産業ごとに， さらには職業ごとにさえ異なっていること， したがって経

済的行動原理もそれらとともに多様であると。 理論的考察にふさわしい

の経済学的な道筋があると期待した場所には， クモの巣があったのだ。 した

がって， その瞬間から我々は次のことを理解した。 すなわち， 我々が最初に

かねばならないのは， 理論的著作ではなく， 歴史であると。 さらに， 無数

の労働組合の特殊な歴史から， 運動全体の一般的歴史を刻出しないことには

歴史そのものさえさかのぼることが不可能なことを我々は悟った。 ・ ・ ・ 労

働組合運動の経済的効果をめぐる分析の全てについては， 労働組合運動の諸

問題について次の著作を予定している。 J(Webb[1894]pp.vii-viii，訳3-4

頁1) ) 

労働組合研究の開始にあたって， 萌芽的ではあれ「理論的著作Jつまり『産業

民主制論� (1897年)が構想されていたことが分かる。 だが， 研究の進行ととも

になんらかの「一般的な経済的行動原理Jが導出されるであろうという予想にも

かかわらず， 労働組合運動の現実は「クモの巣」のように複雑であった。 そこで
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いったん「一般的な経済的行動原理Jを放棄して， r運動全体の一般的歴史Jを

描きだす必要があった。 その成果が『労働組合運動の歴史』であったというわけ

だ。 とすればまず「労働組合運動の一般的な歴史」によってウエツブが何を刷出

し， いかなる展望を打ちだしたの かを明らかにせねばなるまい。 以下， 綿業， 石

炭業， 鉄鋼業， 機械業といったいくつ かの産業に焦点をあて， 主として我が国に

おける先学の業績に学び、つつ， 個々の労働組合運動の歴史的動向を整理すること

により， この問題に接近することにしよう。

l 歴史的背景

イギリス経済史における19世紀後半は「工業化の第二の局面」にあたる (Hob

bawm [1968J p. 109， 訳130頁)0 19世紀中葉を境に， 綿業の比重が低下し， かわり

に石炭， 鉄鋼， 機械などの資本財産業が台頭してきた(Hoffman [1955J p. 18)。

鉄道建設に代表される海外後進諸国の産業化によって， イギリスに莫大な需要が

生まれたからである。 1850年代，..，_，1870年代初頭の「ヴィクトリアの黄金時代」に，

イギリスの総輸出額は過去最大の伸び率を示した2) 。 だが1870年代後半からの

いわゆる「大不況期」に， ドイツ ・ アメリカなどの新興諸国が， 高率の保護関税

を武器に台頭し， イギリス経済の地位は相対的に低下していく31 0 他ノヴ ， 大

輸送手段の発達による食料輸入増大により4) ， イギリスの貿易収支赤字は

に増大した5) 。 他方， 海外からの利子・配当収入， 海運・保険サービスの成長

などにより， 貿易外収支黒字は一貫して増大していった6 ) 。 貿易収支赤字を金

融・ サービス部門からの収益によって補填するというイギリス経済の「金利生活

者」的体質が， ほぼこの時期に確立されていった。

だが， いわゆる「大不況期Jにおいてイギリス製造業が絶対的に寝屋してしま

ったと結論することはできない。 綿， 石炭， 鉄鋼， 機械といった基幹産業は， 様

々な対応をみせながら着実に成長していたからである。 以下， 規準年として1872

年と1896年をとり， 各産業におけるそれぞれの数値を比較しつつ， 産業別の特徴

を概観してみよう。

まず綿業について。 綿業は織布部門と紡績部門とに区別できるが， 両者を合計

した名目的な輸出額は8020万ポンド(1872年)から6940万ポンド(1896年)に大

きく下落している1) (Mi tchell & Deane [1971J pp. 304-305)。 だが織布部門に

おいて実物的な綿布輸出量は35億3800万ヤード(1872年)から52億1800万ヤード

(1896年)まで約1， 5倍に増大している。 紡績部門でも撚糸・織糸は2億1200万重
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日ポンド(1872年)から2億4600万重量ポンド(I896年)にまで地大しているし

縫糸輸出量にいたっては800万重量ポンド(1872年)から2590万重量ポンド(189 

6年)まで実に3倍以上も増大しているのである(以上， Mi1chell & Deane[1971) 

p. 182)。 こうした成長をささえたのは様々な技術革新であった。 織布部門では1

840年代には力織機が普及しそれ以降改良が重ねられたために， 他の国と比較し

て「織機はかなり高速で運転されていたJ (Tyson [1968] p. 120)といわれている。

紡績部門では自動ミュール紡績機が1860年代から1880年代にかけてほぼ完全に説

及し， 細糸の生産に適したものへと改良が重ねられた8) 。 当時急速に成長した

アメリカ などの後発諸国は太糸用のリング紡績機を主力としていたために， 縦糸

に特化したイギリス紡績業と競合することはなかった9) 。 加えてイギリス原綿

消費量が11億8100万トン(1872年)から16億3700万トン(1896年)へと約1， 5倍

に増大していることから， 国内全体の綿製品生産量は着実に増大していたと言え

る。 綿業は， 世界市場における相対的な衰退に直面しつつも， 高級品に特化する

ことで絶対的には成長していたのである10) 。

石炭業の場合， 名目的な輸出額は1040万ポンド(1872年)から1520万ポンド

(1896年)へと約1， 5倍に増大しているが(Mi1chell & Deane [1971] pp. 304-305) 

， 実物的な輸出量は1271万トン(1872年)から3295万トン(1896年)へと3倍近

く増大し， 輸出額の伸びをはるかに上回っている(Mitchell & Deane [1971) p. 12 

1 )。 さらに国内全体の名目的な産出額は4630万ポンド(1872年)から5720万ポ

ンド(1896年)へとわずかしか増大していないが(MitcheJI & Deane[1971]PP.l 

15 - 116) ， 実物的な産出量はl億2548万トン(1872年)からl億9850万トン(1896 

年)へと増大し， 産出額の増大を 上回っている(Mi lchel [1980] p. 385， 訳385頁)

。 だが石炭業においては労働節約的な技術革新はほとんどなく11) ， r石炭産出

高の増大は坑夫数のかなりの増大をもたらした」と言われている(Hobsbawm[196 

8] p. 116， 訳139頁)0 1913年においてさえも， 機械採掘の割合は， アメリカの51

%に対しイギリスではわずかに8%にすぎなかった(Lilley [1965] p. 136， 訳164

頁)。 石炭業は， 資本集約的な技術革新ではなく， 労働集約的な生産量の増大 に

よる輸出依存型の成長を特徴としていたのである。

鉄鋼業についてみると， 鉄鋼の名目的な輸出額は3530万ポンド(1872年)から

2350万ポンド(1896年)に大きく下落している(Mitchell & Deane [1971] pp. 304 

-305)。 さらに実物的な輸出量も， 338万トン(1872年)から355万トン(1896年)

までほぼ一定であった(Mitchell & Deane [1971] p. 147)。 だが国内全体の銑鉄

生産量が685万トン(1872年)から880万トン(1896年) 1 2) にまで増大している

ことを考慮すれば， 国内市場の拡大があったことがわかる(Mi lchel [1980) p. 415， 
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訳415頁)。 技術面では1850年代から60年代にかけて「製鋼革命J 1 3) が進み，

従来の錬鉄 に代わって鋼鉄の生産が本格化した。 錬鉄の生産は18 81年の268万ト

ンから121万トン(1896年)へと激減した一方で(Mitchell & Deane[197I]p.135) 

， 鋼鉄の生産は42万トン(1872年)から420万トン(1896年)にまで実に10倍も

増大したのである(Mi tchel [1980] p. 420， 訳420頁)。 だが， rイギリスでは製

鋼法としては平炉製鋼法が支配的であったが， この平炉製鋼法は， ベッセマー製

鋼法に比べてなお労働集約的性格をより多くもっており， 労働節約的装置ではな

かったJといわれている(福井[1980] 79頁)。 つまり， 鉄鋼業は「銅の時代」に

対応しながら， 内需主導型の成長を特徴としていたといえる。

鉄鋼業の成長は国内の機械業の成長によって支えられていた。 19世紀後半は，

資本財産業の発展期であったから， 機械業は周辺産業からの機械需要に促されて

様々な部門に特化していった。 すでに1820年代において繊維機械部門が自立し，

1830年代には「鉄道熱」による蒸気機関車部門の自立， 1850年代には船舶用機関

部門の自立がみられた。 さらに1860年代には農業機械が， 1880年代には電気・

転車 などがそれぞれ独立した部門となっていった(熊沢[1970] 33頁)。 それと

行して工場内の 技術革新も早くから進められた。 自動旋盤， 穿孔機， 平削盤， 形

削盤などの発明により， r大量生産技術」は19世紀中葉のイギリスにおいて原理

的に確立していたのである14) 0 1886年における電気溶接 技術の発明はパイプの

接合を容易にし1890年代における 自転車の生産に貢献した。 1908年におけるテル

ミット溶接の発明は旧式のリベットやボルト締めを駆逐することにより， 建築・

造船などの部門に大きな影響を与えた(LilleY[1965]p.156-157， 訳193頁)。 さ

らに， いわゆる「大不況期」において綿業， 石炭業， 鉄鋼業などの名目的な輸

額がほぼ一定かまたは減少していたこととは対照的に， 機械業の輸出額は842万

ポンド(1872年)から2060万ポンド(1896年)へと実に2倍以上も増大したので

ある(小野塚[1989J 23頁)。 いわゆる「大不況期Jイギリスの基幹産業の中で，

機械業はその前途がもっとも有望であった。

機械業の発展はイギリス国内の様々な消費財生産に対してもその恩恵を与えた。

自転車の出現や電化の進展は， 従来とは質的に全く異なった消費形態を生みだし

つつあったし， その他の消費財生産においても機械化が進展し安価な財が大量に

供給されたのである15) 。 いわゆる「大不況期Jとは， これまでにない生産の増

大がみられた「高度成長期Jに他ならなかったのである1 6) 。 このことを最もは

っきりと示しているのが， 国民所得の動向であろう。 実質国民所得 は1872年から

1896年にかけて2倍に増大し， これはいわゆる「ヴィクトリアの黄金時代Jにお

ける伸びを大きく上回ってさえいるのだ(Mitchell & Deane[1971]p.367)。
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だが同時に， いわゆる「大不況期Jは 物価下落の時期でもあった。 輸出につい

ても， 実物的な輸出量の動向に対し， 名目的な輸出額は相対的にかなりの下落を

みせているのである。 このことは企業家に対して大きな打撃を与えたにちがいな

い。 いわゆる「大不況期Jの中でも不況が最も深刻化した1879年と1886年にあっ

て， 失業率はそれぞれ11.4%， 10.2%17) にまで到達し， 乙のことは労働者大衆

に大きな打撃を与えた。 先に述べた高度成長の恩恵を享受できたの は， 雇用が規

則的でほぼ定額の収入を受け取ることが出来た階級のみであったことを忘れては

ならない。

いわゆる「大不況期」に， イギリス経済は実物的には「高度成長Jを達成しつ

つも， 世界市場においては相対的な衰退を経験した。 綿， 石炭， 鉄鋼， 機械とし

った基幹産業は， こうした現実に様々に対応するために， よりいっそう の合理化

を模索していたのである。 こうした経済的背景の中で， 19世紀中葉から世紀末に

かけて， 労働組合運動も一定の変化 を遂げることになった。

2 労働組合運動の変容

( 1 ) クラフト・ユニオンと法改正

19世紀中葉における労働組合運動の一般的特徴を理解するためには， 法的背景

および雇用制度の2つ を考察することが必要である。 19世紀中葉の労働組合運動

は， 主に「取引制限の共謀罪(コモン ・ ロー)Jと「主従法J とによって規制さ

れていた。 1824-5年における「団結禁止法」撤廃により， r賃金と労働時間Jを

めぐって， 複数の労働者が事前に会合することは合法化されていた(森[1994J 6 

頁)。 だが， その決定事項を他人に強制することは， 他人の自由な労働力処分権

を妨害するものとして「取引制限の共謀罪Jに該当した(石井[1972J 306頁)。

他方「主従法Jは， 雇用契約の履行に際し， 雇主側がそれを破棄した場合には民

事責任を， 労働者が破棄した場合には刑事責任を問うものであった18) 。 つまり

ピケッティングは「共謀罪Jに該当し， 仕事を途中で放棄 することは「主従法J

に触れたため19} ， ストライキは 法律上不可能であったのだ。

雇用制度の一般的な特徴は「二重雇用制度Jであった。 その内容は， 工場主が

烹練労働者を直接雇用し， 熟練労働者自らが 不熟練労働者を雇用・監督するとし

うものであった。 r二重雇用制度Jのもとでは， 工場主と不熟練労働者との聞に
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は直接的雇用関係はなく， í請負人Jとしての熟練労働者が両者を仲介していた。

19世紀中葉においては「機械への人間の従属が少なく， 労働強化をはかるには直

接監督に頼らねばならなかったからJ， í二重雇用制度」は「労働監督の手段と

して必要欠くべからざるものであったJからである(高橋[1984]117頁) 0 í 187 

0年になってさえ， 多数の労働者を直接雇っていたのは大資本家ではなくて， 中

間的な下請人であった。 彼は雇われ人であると同時に自らも小規模な雇主であっ

た」といわれている(Dobb [1946] p. 266，訳70頁)。

「合問機械工組合J(以下AS E)に代表されるクラフト・ ユニオンは， 以上

のような法的背景と雇用制度の上に成立していたと言ってよい。 19世紀中葉の機

械業の生産過程は熟練に大きく依存していたから， 技能修得のためには「徒弟制

度」が必要不可欠であった。 したがって， 熟練労働者が工場主と直接雇用契約を

むすぶ一方で， みず から数人の徒弟を雇用するという「二重雇用制度Jが確立し

ていた。 機械業の熟練労働者は1830年以降， 各地で労働組合を結成し， それらが

1851年に合同してASEが成立する。 ASEはその規約において， 組合員資格を

í21才以前に5年間以上の徒弟就業」を経たものに限定し， 徒弟数を「熟練工4

人に対して1人Jと規定することにより， 労働市場の供給独占をはかった(徳永

[1966]28頁)。 同時にこの「徒弟制度Jは， 職業に参入する熟練労働者の質を維

持していた。 徒弟修業の終了時点において， í標準賃率jを稼得する「卜分な能

力Jを持つ労働者以外は組合への加入を許さなれなかった(小野塚[1989]43頁)。

ひとたび「組合員資格」を獲得した熟練労働者は「共済制度Jによって自らの地

位を防衛していた。 不況期の「標準賃率」の低下を防ぐために， 失業手当・遍

手当などが整備されたのである。 失業手当の支給額は「当時の繋航機械工の平均

的な標準週給の約半額Jにも相当したといわれている(小野塚[1989]36頁)20) 。

ASEに代表される「クラフト・ ユニオンは， もっぱら以上のような間接的方法

に依存し， 雇主との団体交渉やストライキ等の直接的行為に出ることはほとんど

なかった」のも， í主従法J・ 「共謀罪Jといった法律上の障壁があったためで

ある2 1) (徳永[1966]28-29頁)0 A S Eは， í二重雇用制度Jを土台にした「徒

弟制度Jと， ストライキに対する法的制限に対処した「共済制度Jとを有してい

たという意味で， まさに19世紀における典型的な労働組合であった。 ウエツプが

í1852年 と1875年のあいだで， ASEの規約全部を模倣するかあるいはその特徴

をあれこれと取り込むか， このいずれかを試みなかった職業はほとんどなかったJ

と述べたのも当然のことであろう(We bb [1894] pp. 205 - 206，訳253頁)。

クラフト ・ ユニオンの本部はロンドンに集中していたため， ウィリアム・アラ

ン(AS E)ら組合幹部の問では人的交流が盛んであった。 ウエツブは， こうし
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たサークルを「ジャンタ」と名付けた22) 0 rジャンタ」の行動原理は「挑戦で

はなく防衛J (Hu t t [1962] p. 24，訳28頁)であったと言われているように， 彼ら

は組合の共済基金拡大のために， ストライキには消極的であった。 むしろ彼らの

主眼は政治運動にあった。 rジャンタJは， 1860年に「ロンドン労働組合評議会」

を結成し， 選挙法の改正をめざして政治運動 を展開した。 この運動は， 1865年に

「選挙法改正同盟J (Reform Reague)の結成をもたらし， 1867年には， ついに

第二次選挙法改正を実現させた (Pe 1] i ng [1992] p. 56，訳64頁)。

だが， こうした労働者による政治的躍進の裏で， 労働組合運動は危機に直面し

ていた。 1866年の「シェフィールド暴行事件Jは， 非組合員・スト破り に対する

一連の暴行事件が頂点に達したものであり， 1825年以来の「共謀罪」にふれるも

のであった。 それが一部の組合員によるものであれ， 雇主たちは， 組合運動全般

に対する弾圧立法を要求した。 さらに1867年には， rボイラー製造工組合」の

部会計係による組合基金の着服をきっかけにおこった「ホーンビー・クローズ裁

判」への判決が下された。 組合側は「共済組合法J (1855年)にてらして補償を

求めたが， 裁判所は組合の要求を却下した。 r共済制度」をもとに発展してきた

クラフト・ユニオンに対し， 基金に法的保護がないことが明らかにされたのであ

る(Pell ing[1992] pp. 58-59，訳67-68頁)。 政府は1867年に「労働組合に関する

王立委員会」を任命し， 労働組合運動一般についての調査を開始した。

このような危機に対処するため， rジャンタJは1867年に「合同労働組合会議J

を結成し， また1868年の「労働組合会議J (Trades Union Congress， 以下T

Cと略)第1回大会においても徐々にリーダーシップを発揮していった (富沢[1

980] 70頁)0 rジャンタ」を中心にした「労働組合に関する王立委員会Jへの働

きかけの結果， その勧告には， 資本家が自己の資本を自由に処分できるのと同じ

ように， 労働者も自己の労働を自由に処分できるべきだと， r財産権J r契約の

自由Jの確保という見地から組合運動合法化の提案が盛り込まれた23) 。 こうし

て， 1871年に「労働組合法J (Trade Union Act)が通過し， 組合基金の法的保

護が実現された。 だが， この「労働組合法」は， r刑法修正法J (Cri minaJ Law 

Amendment Act)と抱き合せになっており， ピケッティングは再び違法とされた。

TUCは， r議会対策委員会Jを結成し刑法改正に働きかけた。 こうして， 1875 

年には「共謀罪および財産保護法J (Conspiracy and Protection of Prop-erty 

Act)が成立し， 労働者の行為それ自体が犯罪でなければ労働争議に共謀罪が適

用されることはなくなり， ピケッティングは合法化された (Pe 1 J i ng [1992] p. 69， 

訳80頁)。 さらに， 同年の「雇主・労働者法J (Emp]oyers and Workmen Act) 

は「主従法」を廃止し， 雇用契約を使用者・労働者間での民事契約とした。
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クラフト ・ユニオンを指導した「ジャンタJは， ストライキなどの行動にでる

ことはほとんどなく， かわりに「団結の自由」のみを要求する政治運動をくりひ

ろげた。 その結果ようやく労働組合の合法化と団体交渉権の確立をみたのである

が， この時すでに労働組合運動の重心が移動し始めていたとウエツプは述べてい

た。

「しかし， ジャンタとその同盟者たちがウエストミンスターで大勝利をおさ

めていた時に， 労働組合界の重心はロンドンからハンバ一川以北の工業地帯

にゆっくりと移動しつつあった。 これはまず何よりも， 2つの大きな 地方組

織すなわち炭坑夫および綿業労働者の連盟の発展によるものであった。 J

(Webb [1894] p. 284，訳338頁)

したがって， 次にウエツブが新しい「重心」と呼んだ綿業・石炭業における労働

組合運動の発展を吟味し， 他方で鉄鋼業・機械業における運動と比較してみたい。

( 2) 労働組合運動の二重化

まず綿業の紡績部門についてみてみよう。 19世紀中葉の紡績部門においては

動ミュール紡績機が中心であり， その操作にはかなりの筋力と手熟練が必要であ

った。 こうした職務をこなす紡績工(熟練労働者)は， 雇主と直接に出来高契約

を結び， 糸継工などの補助労働者を自ら雇用していた( r二重雇用制度J) 24) 。

したがって， 19世紀中葉に永続的な労働組合を組織しえたのは紡績工のみだ、った。

紡績工は， r組合員を制限するために， つまり紡績工を制限するために， 徒弟制

度を厳格に規定し， 徒弟制度を経ない者は熟練工としての紡績工としてみとめら

れなかったし， その組合にも加入することはで、きなかった」といわれている(山

水[ 1973]121頁)0 19世紀中葉の紡績部門では， r二重雇用制度Jを基礎に， ク

ラフト・ ユニオンに類似した方策が追求されたのである。

だが， 1860-80年代にかけて自動ミュール紡績機の普及25) が進行すると，

態は一変した。 自動ミュール紡績機は熟練の修得をほとんど必要としなかったた

め， r徒弟数の制限Jは不可能になったのである26) 。 自動ミュール紡績工は，

1870年に「綿糸紡績工合同組合Jを結成し， 使用者との直接交渉によって「出来

高単価表」の作成・普及に努めた。 r出来高単価表Jは， 自動ミュールの普及が

急速であったオルダムにおいてはすでに1844年に登場し， 普及が緩慢であったボ
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ルトンにおいても1869年に登場したといわれている(中山[1988]98貞)。

織布部門においては， 1785年に出現した「力織機Jが1840年代には「手織機」

にとって代わっていた(徳永[1966]3頁)。 熟練の解体とともに「徒弟制度」は

くから消滅し， あらゆる織布労働者は雇主によって直接雇用されていた。 した

がって織布工は， 入職を規制することなく(Turner[1962] p. 128) ， 雇主との

接交渉によって「出来高単価表」の作成・普及をめざした。 1853年の「ブラック

バーン賃率表Jはその先駆形態であり， これは次第に他の地域へ普及していった。

これら紡績・織布両部門における「出来高単価表」獲得運動， すなわち最低労

働条件一律規制をめざす新しい動きが， 直接交渉を手段としていた以上， それが

1871-1875年における「団結の自由J獲得の一つの推進力になったことは想像に

難くない。 また， 1団結の自由J轡尋後は， 運動自体もますます発展していった

ことであろう。 実際， 紡績工については， オルダムとボルトンの1 2つのリスト

〔単価表〕が94年には， ランカシャとチエシャの精紡工〔紡績工〕の約74%の賃

金を規定していた」といわれている(中山[1988]98-99頁)27) 。

だが， ウエツブはこうした新しい組合運動にもう一つの方向があったことを見

逃さなかった。 1彼らの最初の課題は， 賃率表をあらゆる地域において獲得しそ

れを完成することであった。 賃率や支払い方法がこのような手段で確保されたの

で， 彼らの活力は， 適当な立法措置によってその他の労働条件を改善することに

ささげられたJ(Webb[1894]p.294，訳350-351頁)。 綿業においては， 工場法の

歴史は古く， 1847年における110時間法」以来， 綿業労働者の労働時間は週あた

り60時間に規制されていた(Hutchins & Harrison [1926] pp. 96-98，訳98-99頁)。

1872年に， 紡績・織布両部門の労働者は， 1工場法改革連盟Jを組織し， 1法律

〔工場法〕を改正し， 週労働時間を60時間から54時間に減らす目的Jのために行

動を開始したのである(Webb[1894] p. 295，訳351頁)。

石炭業においても， 1860年代以来「労働条件の立法的規制」を求める動きがあ

った。 この運動を指揮したのは， アレキサンダー ・ マクドナルドであった。 彼は

「ジャンタJの構成員の一人であり， 1875年の「主従法J改正に大きな役割を果

たした。 1しかし， ジャンタが労働組合員のために政治的自由を確保することで

満足していたのに対し， マクドナルドは当初から労働条件の立法的規制を一貫し

て要求した」のである(Webb[1894] p. 286，訳340頁)。 彼は1863年のリーズにお

ける炭坑夫会議で， 1労働者の標準的な生活水準が悪化するのを防ぐために産業

を統制するという原則Jを打ちだし， 1法定8時間労働日」を要求した(Webb[1 

894] p. 288，訳342頁)。

だが， この「労働条件の立法的規制」をめぐる運動は， 石炭産業における「地
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域的分断」によって妨げられていた(栗田[1978] -16頁)。 この「地域的分断」を

最も明瞭な形で表していたのは， イングランド北東部と， イングランド中央部28)

との問の利害対立あった。

イングランド北東部の炭田においては， 炭鉱主が採炭夫(熟練労働者)と直岐

に出来高契約を結び， 採炭夫は補助労働者を雇用するという「二重雇用制度」が

成立していた(Clegg， Fox & Thompson [1964] p. 15) 29) 。 採炭夫(鰍廉労働者)

は， 1863年にノーザンバーランド， ダラムを中心に「全国坑夫組合J(Miners' 

National Union)を結成した(相沢[1978]110頁)。 同時に， イングランド北東

部は ， 炭鉱主聞の組織化が最も進んでいた地域でもあり， í使用者団体」の結成

もみられた。 こうして1870年代に「全国坑夫組合」と「使用者団体Jと の問で

「労使合同委員会Jが結成され， 1870年代後半には「使用者団体J の主 導のもと

でスライディング・スケール協定が結ばれた。 イングランド北東部は代表的な輸

出地帯であり， 国際市場における石炭価格の変動の影響を直接に受けていたから

であるが， í全国坑夫組合J側は， このスライディング・スケール協定を一貫し

て支持し， í最低賃金制は不要であるという点で雇主と意見が一致していた」

(Webb [1894] p. 325，訳387頁)。 採炭夫は， 例え賃金が低下しても， í二重雇用

制度」のもとで、輩下の労働者にそれを転嫁することができたからである。

1870年代後半から1880年代前半にかけて， このスライディング・ スケールは，

「“労使合同委員会" が組織されていなかった地区Jすなわち， イングランド中

部にも導入されていった(小笠原[1987]78頁)。 元来， イングランド中部炭田で

は， í採炭請負制度J(Butty System)つまり炭鉱主が「採炭請負人Jと出来向

契約をし「採炭請負人Jは採炭夫を含めた全労働者を時間賃金で雇用するという

慣行が成立していた(相沢[1978]72頁)。 こうした「採炭請負制度jのもと， ィ

ングランド中部では， 労働組合の結成はなかなか進まなかったが30〉 ， スライデ

イング・スケール協定が「大不況」期すなわち石炭価格下落期に導入されたため，

炭鉱労働者の賃金は大きく引き下げられ， 労働組合の結成が本格化した。 í採炭

請負制度Jのもとでは， 採炭夫も不熟練労働者と同一の地位に置かれていたため，

組合結成は当初から熟練・不熟練を含めた一般的なものであった(相沢[1978]12

0頁)。 こうして1889年に， ミッド・ ランド， ランカシャー， ヨークシャーの組

合を中心に「大英坑夫連盟J(Miners' Federation of Great Bri tain)が結成

された。 í大英坑夫連盟jは， í採炭請負制度」の廃止3 1) に加え て， スライデ

イング・スケールの廃止(最低賃金)と「法定8時間労働日jを要求し， ここに

マクドナルド以来の「労働条件の立法的規制Jという原則が復活したのである。

だが， イングランド北東部の「全国坑夫組合」は， スライデ、イング・ スケール
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協定を支持したし， í法定8時間労働日Jについても否定的であった32) 。 こう

して炭鉱労働組合運動は， イングランド北東部と中央部とを中心とした2大勢力

に分裂していった。

こうしてみるならば， ウェッブが労働組合運動の新しい「重心」 と呼んだ綿業，

石炭業の労働組合運動とは， 団体交渉による最低労働条件一律規制， および「労

働条件の立法的規制」を求める運動であったといえよう。 これに対し， それ以外

の部門すなわち鉄鋼業・機械業はどのような状況にあったのだろうか。

まず鉄鋼業についてみてみよう。 19世紀中葉における鉄鋼業の主力生産物は，

「鋼」ではなく依然「錬鉄」であった。 錬鉄生産においては， パドル炉の撹枠と

錬鉄の炉からの取りだしにあたって， かなりの筋力と熟練が必要とされていた

(福井[1972]18頁)。 製鉄業者は， このような職務をこなす熟練労働者との問で

出来払いによる「請負制度」を確立し， 他方， 熟練労働者は補助労働者 (=不熟

練労働者)を自ら雇い， 時間賃金で、支払っていた(Cleg� Fox & Thompson [1964] 

p. 22)。 熟練労働者を仲介にした「二重雇用制度」が存在していたのであ る。

「他の産業と同様に， 製鉄業において労働組合の発展の基礎を形成したのは， 熟

練労働者であったJ(Mar sh & Ryan [1984] p. 262)。

北東イングランドの撹枠工は， 1862年に， ジョン ・ケインの指導のもと「合同

錬鉄工組合J(Amalgamated Malleable Iron-workers' Association)を結成し，

1868年にかけて組織を全国に拡大していった。 ジョン・ケインは， íジャンタ」

の近くにいた人物であり， 組合は「共済制度」を中心にした「間接的手段」を採

用した3 3) 。 他方で， 使用者の側でも安定的労使関係を模索する動きが現われ34)

， 1869年に「北イングランド製鉄業仲裁調停委員会J(Board of Arbitration 

and Concilation for the Manufacutured 1ron Trade of the North of England) 

が設立された。 1872年には， 同委員会によりスライディング・スケールが導入さ

れた。

だが， 1856年から1875年における「製鋼革命Jの進展とともに， í錬鉄Jの生

産は「鋼Jにとって かわられた。 í鋼」生産にあたっては， 溶鋼工 ， 圧延工など

の半黙練労働者が中心であった。 これらの半熟練労働者は， í昇進制度Jのもと

に， 鉄鋼業者によって直接雇用される傾向にあったが， 他方で， í製鉄業から引

き継がれたシステムJとしての「請負制度Jもなお残存していた(Marsh & Ryan 

[1984] p. 274) 0 1886年に， í鋼j部門の半熟練労働者は， íイギリス溶鋼工合

同組合J(the British Steel Smelters' Association)を設立し， 1891年ごろ

にかけて組織を全国に拡大していった(Marsh & Ryan [1984] p. 263)。 同組合は，

「伝統的なクラフトの事情Jに左右されることがなく(Marsh & Ryan [1984]p.2 
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63) ， 内部請負制廃止=直接雇用の確立， 昇進制の確立， 時間払制の廃止=出来

扇払制の確立などを要求した(福井[1980] 75頁)。

他方で， 旧式の「錬鉄J部門を基礎にしていた「合同錬鉄工組合」も， 1製鋼

革命」に対応して11880年代には 鋼労働者にも組合員資格を与えた」が， 1同組

合はもっぱら撹枠工(Puddler)の組織のままであったJ(Ma r sh & Ryan [1984] 

p. 271) 0 1合同錬鉄工組合Jは， 1887年， 1大英鉄鋼労働組合J (Associated 

1ron and Steel Workers of Great Britain)に改組されるが 「高いトン・レ

イトを受け取る労働者， 特に請負人によって支配されるようになったJ(Marsh 

& Ryan [1984] p. 272) 0 1大英鉄鋼労働組合」は，こうした特権的な「請負人J

の組織として， 1請負制度Jの存続を積極的に支持し， ほぼ世紀末までスライデ

ィング・スケールを保持していった(Webb[1894] p. 32 4，訳386頁)3 5) 。

このように鉄鋼業においては「錬鉄」から「鋼」への 技術革新があり， 1鋼」

部門を中心に旧来の行動方針を批判する動きが現われたものの， 綿業・ 石炭業の

ように「労働条件の立法的規制Jを求める運動にまでは発展しなかった。

次に， AS Eに代表される典型的なクラフト・ ユニオンが形成された機械業は，

どのような状況にあったのだろうか。 機械業における11850年から1890年にかけ

ての時期を主に特徴付けたのは， 新しい方法の開発ではなく， 19世紀前半に発明

されていた工程や方法の普及であったJ(Jefferys[1970]p.55)と指摘されてい

るように， 19世紀中葉に出現した「大量生産技術」の普及は熟練に依存していた

ASEを危機におとしいれた。 ASEは， 1851年規約に「徒弟数の制限J， 1低

賃金の非熟練労働者を雇う傾向のあるピース・ マスター制の禁止Jなどを掲げ，

個々の使用者に対してその実行を要求していたが，このことは，使用者にとって

は， 1大量生産技術」の導入， 半繋練工の雇用， および機械産業への需要増大へ

の対応を困難にしたことはいうまでもない。 使用者側は， 1851年12月に「熱線機

械工等使用者中央協会Jを結成し， 1852年1月にロック・ アウトに突入した。 4

月には「基金の枯渇Jによって，AS Eは敗北した。

半黙練労働者の雇用と機械の使用についての自由を確立した機械産業使用者は，

以降， 1大量生産技術」を続々と採用していった。 1855年には， 徒弟数の増大に

組合員から警告が発せられたが， 同年のASE規約には「徒弟数を制限する一律

・明確な規準やその具体的手段は示されていなJかった(小野塚[1990]111頁)。

だが， いまだ企業内の黙撤養成制度が確立されていなかった当時は，熟練労働者

による徒弟教育が慣習として承認されていた36)
0 1徒弟数の制限Jが本格的に

崩壊したのは， 1883年におけるサンダーランドのストライキである と言われてい

る。 1当時北東海岸のこの 1センター の7大工場には，熟練工700人に対して，
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徒弟工が500人も存在」していたのである。 ASEは徒弟を「熟練工2人に対し

て1人」にすることを要求してストライキに入ったが，結果は組合側の敗北に終

わった(熊沢[1970]62頁)。 こうして，AS Eの行動原理の一つの士台であった，

「徒弟規制Jはほぼ消滅するのである。

さらに，1873年に始るいわゆる「大不況期Jは， r大量生産技術Jの採用をい

っそ う推進したため，熟練労働者の失業が増大し，失業手当基金は打撃をこうむ

った。 1869年から1879年にかけて，失業手当の給付総額はほぼ3倍に増大したと

さえいわれている。 加えて，疾病，老齢手当が増大するなど，組合員の高齢化も

進んだ3 7) 。 こうして，AS Eの「共済制度」は次第に弱体化し，1885年に，

「失業，災害，疾病手当の切り下げ」と， r若年者の入会金の引き下げ」が実施

されることとなった(徳永[1966]293頁)。

先に述べた「徒弟規制」の崩壊過程は，同時に，半熟練工の雇用を必然化する

「大量生産技術」の普及過程でもあった。 加えて， r共済制度」のお昼は，組合

費の引き下げをもたらした。 結果的に，AS Eは，半熟練工を組織に取り込んで

いった。 r機械業における新しい旋盤の導入は，下級労働者の昇進を可能にし，

したがって組合に加入することも可能にした。 それには熟練や徒弟は必要なかっ

ったJ (Labourn [1992] pp. 75喧76) 0 19世紀中葉において典型的なクラフト・ユ

ニオンであったASEは，19世紀末にかけて半繋ぽ廉労働者へ門戸を開放し，旧来

の行動方針を大きく転換せざるをえなくなっていたのである3 8) 。

以上の考察を要約すればおよそ次のようになろう。 19世紀中葉における労働京

合運動は，ストライキに対する 法的制限に対し「二重雇用制度」を活用したクラ

フト・ユニオンであり，AS Eはその典型であった。 だが，この法的制限は，ク

ラフト・ユニオンの幹部= rジャンタJを中心とした政治運動によって1875年ま

でにとりはらわれた。 ここに「団結の自由」が保障される。 このことは，綿業，

石炭業における新しい労働組合運動の推進に拍車をかけた。 綿業においては最低

労働条件 一律規制をめぐる運動が繰り広げられたし，また綿業，石炭業両者にお

いて， r労働条件の立法的 規制Jをめざす運動も現われた。 他方で，鉄鋼業，機

械業といった比較的に新しい産業39) においては，機械化の進展によって「二

雇用制度」の崩壊が進行しつあったにもかかわらず，依然として旧式の運動形態

が温存されることになった。 では，まさにこの「クモの巣Jとも言える錯綜した

労働組合運動の現実から， ウェッフは「一般的な運動の歴史」として何を別出し

たのであろうか。
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3 Iレッセ・フエ}ルjから「労働条件の立法的規制lへ

ウェッブは『労働組合運動の歴史』第7章「新旧の組合主義」冒頭で次のよう

に述べていた。

í1875年以降TUCは， 労働組合界の代表者会議として， 一般の人々の目の

前にますます強い印象をもってそびえ立っていた。 だが一方で， 歴史家の

からみれば， TUCは， 過去20年のうちに， 労働組合運動における実践的な

運動家への指針としての意義を着実に失いつつあった。 J (Webb [1894] p. 34 

4，訳412頁)

「ジャンタ」が指導した1871-1875年における一連の法改正によって， 労働組合

運動の合法化が達成された今， TUCはその存在意義を失いつつあったというの

である。 それは次のような意味においてであった。

「はるか昔から， 労働組合運動の主要な見解の一つは， 労働者の最低生活条

件を法律によって維持することが望ましいというものであり， いまでも労働

組合界の2大部門， すなわち綿業労働者と炭坑夫とによって強く主張されて

いる。 だが， 1875年から1885年にかけての(TUCJ議会委員会は， 自由党

の議員もそうであるように， 立法によって労働条件を確保しようとする要求

を， すべて好ましくない例外とみなしていた。 J (Webb [1894] p. 355，訳425

頁)

つまり， 1875年以降のTUC議会委員会は， 綿業， 石炭業からの「労働条件 の

lL法的規制Jを求める運動に敵対していたという事実が強調されている。 そもそ

も1871-75年においてTUC議会委員会を指導した「ジャンタ」の人々は， í 

ら敵対していた中産階級の経済的個人主義を容認し， 中産階級の中でより開明的

な人々が彼らに譲歩しようとしていた団結の自由のみを要求したJに過ぎなかっ

た(Webb [1894] p. 221，訳271頁)。 それは彼らの次のような主張に明らかなとこ

ろであろう。 í我々は， 各人が思うままに自己の技能を発揮する自由競争に干渉

しない。 しかし我々は， その時々の条件におうじて， ある雇主に雇われたりまた

それを拒否する権利を放棄しない。 それはちょうど雇主が一人または複数の労働

者を解雇する権利をもつのと同じである。 したがって我々は， 個人の権利が団体
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で行使される場合でも， およそ干渉されることを拒否するJ(Webb [1894] p. 279， 

訳332頁)。

だが， 1871年-75年の法改正によって所期の目的 が達成された後も， í 1876年

から85年にかけてのTUC最高幹部を構成していた有能かつ良心的な人々は， 代

替的な政治理論をなんらもたずに時を過ごし， 結果的に立法による干渉や行政介

入に対する反対を絶対的なドグマにしてしまったJのだ(Webb [1894] p. 360，訳43

0頁)。 ウエツブはこのような状況を「レッセ・ フェールが， 当時の労働組合指

導者の政治的および社会的信条であったJと特徴付けた(Webb [1894J p. 360，訳43

1頁)。

ところで「レッセ・ フェールJに固執していたTUC議会委員会を大きく変化

させたのが， 1889年以降のロンドン・ドック・ストライキに代表される「新組合

義J40) の勃興であった。 í新組合主義」の指導者の一人であるジョン・バー

ンズは， 1890年に次のように述べていた。 í労働者諸階級が労働組合によって独

力で獲得できる以上の利益を国家が彼らに与えることができるならば， 新組合

義者は国家の援助を要求するためにいつでも最善を尽くすつもりで いたJ 41) と。

だが他方で， í労働条件の立法的規制Jについての根強い反対があったことも

事実である。 これらの反対は， í二重雇用制度jが支配的であった部門・地域に

おいて特に根強かったことを見逃してはならない。 鉄鋼業における11:1式の錬鉄部

門， また石炭業における北東イングランド地区がそれであったが， この「ー

用制J自体機械化の進展による労働者の直接管理と直接雇用の進展によって徐々

に崩壊しつつあったことは， すでにASEを例にみた通りである。 その意味では，

今や「労働条件の立法的規制Jを求める運動が「労働組合界Jの新しい「重心」

になりつつあったとみても大きな間違いではなかろう。

ここまでみてくると， w労働組合運動の歴史』の課題， すなわち「運動全体の

一般的な歴史Jに込めたウエツブの意図が理解できる。 ウェッブは『労働組合運

動の 歴史』序文で， 次のように述べていた。

「本書で我々が自ら限定をくわえた運動の一般的な歴史とは， イングランド

の政治史の一部であることがわかるだろう。 ・・・18世紀の初頭から今日ま

で， 民主制， 結社の自由， “レッセ・ フェール'\労働時間・ 賃金の規制，

生産者組合， 自由貿易， 保護貿易， その他多くの個別的であるばかりかしば

しば対立的な政治理念は， その時々に， 組織労働者の想像力をとらえ， 労働

組合運動の進路にその感化の跡を残してきた。 さらに， ともかくも1867年以

降になると， これらの 諸理念が労働組合運動に強い影響を与えたところ全て
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において， 労働組合運動が政治に対してその感化の跡を残してきたのである。

J (Webb [1894] p. ix，訳5頁)

1867年の第二次選挙法改正により， 労働組合による政治への働き かけが本格的

に始った。 1871年から1875年にかけての， 一連の法改正は ASEなどのクラフ

ト・ ユニオンの幹部- íジャンタ」を中心にした議会運動の結果であった。 だが，

その基本的主張は， í主従法J í共謀罪」といった「団結の自由」を規制する

「国家干渉への反対Jであり， その意味で「ジャンタ」を支えていた政治理念と

は「レッセ・ フェール」にほかならない。 これに対し， 1875年以降， 綿業， イン

グランド北東部の石炭業などの組合から「労働条件の立法的規制」をめざした新

しい運動が現われ， 1889年以降の「新組合主義Jの台頭を通じ， TUC内部にも

定着していった。

ウェッブが『労働組合運動の歴史』によって刻出した「運動全体の一般的な歴

史」とは， 1875年における「団結の自由」獲得を境にした労働組合運動の政治理

念の変容， つまり， íレッセ・ フェール」から「労働条件の立法的規制Jへとい

う「イングランドの政治史の一部Jであったのだ。
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『労働組合運動の歴史』において， í一般的な運動の歴史jを摘出したウエツ

ブの次の課題は， í労働組合運動の経済的効果Jをめぐる「理論的著作」の執筆

にあった。 その際， w歴史』において提出された基本的理解 つまりASEなど

のクラフト・ユニオンと， 新しい「重心」としての綿業・石炭業からの最低労働

条件一律規制およ び「労働条件の立法 的規制」を もとめる新し い労働組合運動と

の対立図式に対し， 一定の「理論」的判断が下されることになる。

高橋[ 1984]は， w産業民主制論』の主題を次のように整理している。 すなわち，

「熟練工中心に入職制限政策をとる旧組合主義Jから「熟練・ 不熟練をふくむ全

労働者の労働条件を直接に規制するコモン・ルールの方策をとる新組合主義Jへ

の「移行」を， í本来的労働組合への発展過程jとして位置付けることであった

と。 しかもその内容は， í新組合主義Jの基本政策である「 コモン・ルールの方

策Jが「国民的能率を高めJ í社会全体の利益にも合致するJというものであっ

た(以上， 高橋[1984]17，31，257頁)。

とすれば， 後者「新組合主義Jが積極的に評価される際の， í理論J内容が解

明されねばならないが， この点をめぐって研究者の問では異なった理解がなされ

てきた。 高橋の理解は こうであった。 í労働組合の標準賃金率が生存賃金にかカ

わるものであるかぎり， それは健康と能率に必要な賃金水準であり， したがって

最低規制の普及によって生ずる賃金上昇は高能率を もたらすJ(高橋[1984]259-

260頁)。 ウェッブの労働組合論とは労働力保全の理論にほかならないという評

価である。

他方， R. H.トーニーは次のように述べていた。

「労働組合運動は， 経済的進歩の障害として非難されてきたし， ふたたび非

難されようとしていた。 ウェッブ夫妻は次のように逆襲した。 すなわち， 労

働組合運動は産業の効率化の敵などではなく， 実際にはその味方であると 。

それ〔労働組合運動〕は， いかに経営に窮した雇主やどれほど不道徳な雇

でも守らねばならない最低雇用条件を規定することによって， 競争を， 人間

を搾取するものから社会福祉とよりよく両立する方向へと転換させる。 それ

は経営者を刺激し， 機械設備・組織の進取的な改良による生産費削減方法の
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発見を促すからである。 J (Tawney[1952]p.351， 訳171-172頁)

労働組合運動は， 生産工程の改良をめざした「雇主J聞の競争42) を推進するこ

とによって， 結果的に「社会福祉Jの実現を可能にする， ウェッブの労働組合論

は， こうした枠組みのなかで展開されているとトーニーはいうのである。

以上のように， ウエツブの労働組合論の解釈にあたって， それが「産業進歩」

の推進を意図しているという点では， 両者ともに意見の一致が見られるものの，

その具体的なメカニズムについては意見が異なっている。 すなわち， 労働者の側

での能率の向上を重視する高橋， 経営者の側での能率の向上を重視するトーニー

というようにである。 だとすれば， 労働組合運動によって「産業進歩Jが推進さ

れていく具体的なメカニズムを， ウェッブが実際どのように理解していたのか，

という問題が浮上してこよう。

『産業民主制論』第3編第3章「労働組合運動の経済的特質Jでウェッブは次

のように述べていた。

「ここで我々は労働組合の理論ーすなわち， [労働組合運動が〕富の生産

と分配， および人格の発展におよぼす影響のしかたについての我々自身の解

釈ーを提出する。 この理論によって我々は， ある形態の労働組合運動には

大いに賛成し， もう一つの形態の労働組合運動には同じく断固反対する。 J

(Webb [1897]p. viii，訳19頁)

ここで述べられた2つの労働組合主義とは， I旧組合主義Jと「新組合主義Jの

ことに他ならないが， 2つの「組合主義jの分析の基準が， I富の生産と分配，

および人格の発展Jにおよぼす相互対立的な影響に置かれていることに， 注意を

喚起しておきたい。 それぞれの組合主義がもっ「経済的効果Jについてのウエツ

ブの分析は以下のようなものである。

1 18組合主義一人員制限制限の方策-

ウェッブは， I旧組合主義J4 3) の本質的特徴を， I人員制限の方策jと規定

する。

「人員制限の方策」とは， Iその職業の標準条件に厳密に従いながら， 見習

93 



数を制限すること， あるいは， 雇主も雇い入れる意志があるし白らも働く怠

むのある労働者を， 性別， 前職， 徒弟期間を経ていないことなどを理由に排

除することによって， 特定の職種のほぼ完全な “独占" を確保・維持しよう

とするあからさまな試み」である(Webb [I897J p. 705，訳860頁)。

だが「産業上の能率Jからみると， 人員制限の方策の最も顕著な特徴は， それ

が「生産要素の選択におよぼす影響Jにあるとウエツブはいう。 人員制限の方策

を追求すると 労働者の雇用にあたっての選択の範囲が狭められ， 雇用しうる労

働者の資質の低下をもたらすと(Webb [1897] pp. 705-706，訳860-861頁)。 これは

新規労働者のみならず， すでにその職 業にある労働者の質も低下させる。 新規労

働者の資質低下は古参労働者の競争心を弱め， 彼らの問で作用する「能率に対す

る刺激Jを奪い去ってしまうからである(Webb [1897] p. 707，訳862頁)。

人員制限の方策が生産要素の選択に及ぼす悪影響は， 労働者のみに限らない。

雇主の淘汰をも阻害するとウエツブはいう。 職人の熟練に依存する「伝統的産業」

では， 新規参入がはかられでも熟練労働者の確保がボトルネックとなる。 こうし

て新規参入による競争は生起しえず， 雇主は旧来の地位に甘んじてしまうことに

なる。

また， 人員制限の方策は， 熟練を基礎にして始めて有効に機能しうるため，

主による「生産工程の改良Jは， 妨害を被ることになる。

「彼ら〔独占的地位を享受している労働者〕は生産工程を低廉にすることに

なんの利益もない。 さらに， 彼らは， より少ない労働での生産を可能にする

組織の発明・改良のすべてによって実際には損をするのである。 すなわち，

これらの改変は全て， 習慣の変化と新しい努力とを必要とするし， 加えてな

んら金銭的な利益にはならないのだから， 彼らにとっては好ましくないだろ

う。 J(Webb [1897] PP. 709-710，訳865-866頁)

熟練労働者は自己の烹織を基礎に高い労働条件を獲得している以上， それを不

要にしたりあるいは新たな烹搬の修得を必要とするような「生産工程の改良」を

積極的に受容する内発的動機をもたない。 むしろ， このような黙練労働者の個別

的利益は， それを意識的に妨害することにさえある。

「独占的地位を享受している個々の労働者が売るために持っているものは，

自分自身のエネルギーだけである。 したがって， 彼らはかぎられた産出高に
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できるだけ高い価格をつけることに利益がある。 もし彼らが価格を引き上げ

ることでより短い労働時間に対して同ーの所得をえることができれば， 社会

の需要が満たされないままにあることは実質的に利益である。 J (Webb [189 

7] p. 709，訳865頁)。

ビアトリスの協同組合論について見たように， ウェッブは， 19世紀末イギリス

における産業社会の趨勢を， 1機械の採用， 大資本の使用による “収益逓増" J 

(Pot ter [1891] p. 150， 訳207頁)の進行過程とみなしていた。 こうした趨勢を無

視した生産者組合は， 事業面で失敗するか， 他者を犠牲に個別的利害に固執して

おり， 1個人主義的Jと批判されていた。 同じくここでも， 一部の黙練労働者の

「独占」的地位に固執する人員制限の方策が， 産業社会の趨勢たる「生産工程の

改良」と， それに応じた労働者・ 雇主の選択的淘汰を阻害し， ひいては「高価格」

44) という形で社会全体の利益との対立を生み出すと批判されている。 この意味

で， 人員制限の方策は， 彼らにあって「個人主義的Jな労働組合運動として批判

されるのである。

だが， こうした「個人主義的Jな労働組合運動は， やがて消滅するに違いない

とウェッブは予想していた。 1産業工程の絶えざる革新Jは， 人員制限の方策の

基礎にある熟練を解体することで， その職業につきたいと思う者への制限を実行

不可能にするだろうから(Webb[1897]p.713，訳869頁)。 人員制限の方策を中IL'

としていた労働組合運動は， 1産業工程の絶えざる革新Jの前に， しだいに時代

遅れとならざるをえないという意味で11日組合主義Jと名付けられたというわけ

だ。

2 新組合主義一コモン・ルールの方策-

他方， ウェッブは， 1新組合主義jの基本的運動原理が「コモン ・ルールの方

策」にあると理解する。 1コモン ・ルールの方策Jとは， 1雇 主が労働者を自由

に選択することに干渉せずJ， 1標準賃金率， 標準労働時間， 衛生 ・安全につい

ての明確な基準Jの「最低限Jを「直接に決定するJものであった45) 。 それは

「生産要素の選択に関するあらゆる点で， 人員制限の方策と著しく 対照的である」

とウェッブはいう。

「標準賃金率， 標準労働時間， および所定の衛生 ・安全基準の 要請は， 雇
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が， 労働者どうしを比較しつつ選択することを妨げるものではない。 すなわ

ち， 雇主が， 多数の候補者のなかから， 体力，黙も練， 品行などに最も優れた

労働者を選びだすことを阻害しないのである。 J(Webb [1897] p. 716，訳873

頁)

だが， コモン ・ルールが， 雇主による労働者の選択を阻害しないというだけで

は， あくまで消極的な位置付けにとどまるだろう。 コモン ・ルールが労働者の選

択におよぼす積極的な効果は， 無規制の労働市場と比較してみれば よく分かる。

「雇用条件が規制されていない場合， 雇主にとっては， 最良の労働者ではな

く， 無能な労働者や病弱な労働者， “大酒飲み" や人格の劣っている労働者

を選択するほうが利にかなうこともよくある。 その場合， 彼は， 労働者を十

分に低い賃金で雇い， 長時間労働や時間外労働をさせ， 非衛生的・危険な作

業環境を強いることができればよいのである。 J(Webb [1897] p. 716，訳873-

874頁)

無規制の労働市場では， 雇主の眼はかならず安い労働の「価格」に向かうから

労働市場は劣った資質・能力の労働者で満たされることになる。 だが， r産業の

能率は最も優れた人材の配置によって促進されるJ以上， この ような事態は全て

の点で明らかな「損失Jをもたらすに違いないというのだ(Webb[1897] p. 717，訳

874頁)。

コモン ・ルールが施行されるようになると， 労働者の選択は次のように一変す

ることになる。

「雇主は， 労働者の選択にあたって “安価な人手" を雇うことはできないか

ら， 彼が支払わねばならない価格と引き換えに， より優れた体力や黙を練とを

もち， 飲酒を慎み規則的に出勤し， 責任感と創意に富むような労働者を雇用

するように努めざるをえないJ(Webb[1897]p.718，訳875頁)。

コモン ・ルールが定着すると， 雇主は少なくとも相当の賃金を支払わねばなら

ないから， r仕事に最適な労働者を選択する永続的な刺激」が与えられることに

なる(Webb[1897] p. 718，訳876頁)。 ただしコモン ・ルールは「最低限Jの規制

だから， 優れた労働者に有利な条件が与えられることを妨げない(Webb[1897] p. 

715，訳872頁)。 したがって， 個々の労働者は， 自己の労働が最大の稼得を生み
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出すような職業に落ち着くことになり， 労働という生産要素は社会的に最適化に

向かうように配分されるというのである(Webb [1897] p. 720，訳878頁)。

他方で， 雇主の関心が) r最も優れた労働者の獲得」に向けられることは， 労

働者に「反作用」をおよぼすとウェップはいう(Webb [1897] p. 718，訳876頁)。

「若い労働者は， 標準以下 の 条件に堪え忍ぶことによって雇用の優先権を獲

得することはできないから， 善良な性格， 技術上の熟練 はば広い知識など

によって自らを推薦しようとするのである。 したが ってコモン ・ルールのも

とで は， 最も能率的な候補者が常に選択されるだけでなく， 階級全体に対し

てより一層能率的になろうとする前向きの刺激が与えられる。 J (Webb [1897] 

p.718，訳876周

無規制の労働市場では， 雇主はなるだけ「安価な人手jを求めるため， 労働者

による「雇用をめぐる競争」も， 劣悪な条件に堪え忍ぶという形で おこなわれざ

るをえない。 ところが， 雇主はコモン ・ルールによって， より優れた労働者を求

めるようになる。 それに応じて， 労働者どうしの「雇用をめぐる競争Jは， 自分

自身の生産性を引き上げようとするものへ転換するというのである(Webb [1897] 

p. 720、訳878頁)。 本論文第3章で確認したビアトリスの議論と同級に， ウエツ

ブは， 労働者自身による自らの生産性向上をめざした働きかけを「機能的順応J

(functional adaptation)と呼ぶが， その内容は「産業工程の絶えざる革新」が

要求する「能力・欲望の強度・複雑性の増進に個々人が順応することJ(Webb [1 

897] p. 703，訳858頁)にほかならない。 労働者どうしの「雇用をめぐる競争Jが，

「機能的順応Jのための「精神的な刺激」として作用するばかりでなく， あらた

に獲得されたより有利な「生活水準」という「物質的な基盤」とむすびつき， い

っそうの効果を発揮するのである(Webb [1897] p. 723，訳881頁)。

他方， コモン ・ルールは「雇主Jに対して も「 産業工程の絶えざる革新Jをう

なが すという点で 大きな役割を果たすとウェッブは主張する。

「コモン ・ルールが存在することによって， ある産業内の全て の雇主が， 雇

用条件を引き下 げることができない場合， 彼らは互いに競い合い奮戦するに

あたって， やむなく他の方法で他者を凌ごうとせざるをえない。 それゆえ，

労働組合が均一の労働条件を要求することは， 新しい製造プロセスの発明・

採用を積極的に刺激するという驚くべき結果をもたらすのだ。 J(Webb [189 

7] pp. 723-724，訳883頁)
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労働条件が規制されていない場合には， 雇主問の競争は， 労働条件の引き下げ

として労働者に転嫁されてしまう。 労働条件を引き下げることができるかぎり，

雇主問の競争は， 資本設備の改良に結びつくことはない(Webb [1897] p. 726，訳88

5頁)。 それに対し， コモン・ルールが施行されると， 個々の雇主は競争圧力を

労働条件に転嫁できなくなるから ， 資本設備の改良にむけて積極的に競争せざる

をえなくなる。

同時にまたコモン ・ルールの適用は， r最良の立地条件， 最高の設備， 最も優

れた経営能力を有する工場にビジネスを集中させ， 無能で旧式な雇主を淘汰するJ

(Webb [1897] pp. 727-728，訳888頁)ようにも作用する。 すなわちコモン ・ルール

は， たんに雇主聞の競争を資本設備改良への競争へと転換させるだけでなく， さ

らにその競争を加速化させ， 産業全体の効率化を累積的に推進していくというの

である46)

コモン ・ルールの適用は， r例えば， 綿糸紡績工合同組合がイギリスの全ての

綿糸工場において， 均一な出来高払賃金表， 均一の労働時間， 均一の災害・疾病

予防手段の獲得」を意味する。 しかもその場合， rそれ〔コモン・ルール〕は労

働組合員が仕事を得ょうと欲する中で最良の工場の事情を考慮してではなく， 最

悪の工場の事情を考慮して決定されることを余儀なくされる」ことも確かである

(Webb [1897] p. 728，訳888-889頁，下線部イタリック)。

だが注意すべき点は， 最劣等企業を基準に設定されるコモン ・ルールが， 当の

最劣等企業自身を淘汰するように作用するということである。

「このことは， 経済的にみて最劣等な雇主が事業を継続できるように， 標

賃金率その他のコモン ・ルールが設定されることを意味するのではない。 逆

に， 一般に経験されているのは次のことである。 すなわち， 労働組合が実際

にコモン ・ルールを獲得する場合， それは， その産業において知性と設備が

最も劣っている雇主を葬り去るということ， これである。 J (Webb [1897] pp. 

728-729，訳889頁)

コモン ・ルールの適用は， なるほど労働賃金コストの一般的な上昇を意味しは

するが， それによって直接経営上の危機に陥るのは， あくまでも最劣等企業にす

ぎない。 最劣せ等企業は， これらの現実に直面し， そこで新たな機械化・効率化を

達成できなければ， 生産費の圧迫による収益性の低下に耐えきれずに市場から淘

汰されていくことになる。
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「旧式・劣等な企業を常に “取り除き'\賃金を引き下げることなく生産費

を引き下げる方法に精通している有能な “産業の将帥" の手中に， そっくり

そのまま生産を集中させるようにコモン ・ルールを設定することは， 明らか

に労働組合の利益である。 J (We b b [1 897] p p. 729 - 730，訳891頁)

ウェッブには， 優良企業が実際には潜在的な生産能力のf6割ないし7割」さ

らには「半分以下」までしか利用しきれておらず， 優良企業には拡大の余地が残

っているという認識があった(Webb [1897] p. 729，訳890頁)。 こうして， 淘汰さ

れた最劣等企業の生産高は優良企業の拡大によって吸収され， それにとも ない淘

汰された最劣等企業の労働者も 優良企業に移動し 結果的に より良い労働条件

を提供している 「産業の将帥」のもとで働くことができるのだ。

「こ うして， その産業でより優れた地位にある工場が， その生産能力の限界

まで操業していない限り， すなわち優越性を失わずに拡大できる限り， 労働

組合は， 理論的にいえば， 価格すなわち消費者の需要に影響を与えずに， し

たがって雇用を減少させることなく， コモン ・ルールの水準を引き上げ， 取

劣等な雇主を一人また一人とあいついで淘汰することができるだろう。 J

(Webb [1897] pp. 729-730，訳891頁)

コモン ・ルールの水準引き上げがも たらす優良企業への生産転換・集中は， 優

良企業自体が拡大の限界に直面するまでは， 雇用を減少させることなく継続可能

であろう。 したがって， 労働組合は， その限界にいたるまでは， その組合員の利

害にしたがいながらコモン ・ルールの水準をたえず引き上げていくことができる

のである。

このようにして， コモン ・ルールの水準引き上げによる「賃金を引き下げるこ

となく生産費を引き下げる方法に精通している有能な “産業の将帥"J(Webb [1 

897] p. 730，訳891頁) への生産の集中は， 労働組合員による生活向上の追求の

結果として推進されるのであるが， 他方で， これは「消費者の見地Jからみれば

以下のよう な経済的帰結を意味する。

「例えば， ある雇主が生産費を大幅に引き下げる特許を持っているとしよう。

価格がもとのままで， その生産量が人々の需要量のほんの一部に過ぎない限

り， 彼は， 改良に相当する金額をそっくりそのまま獲得できるだろう。 しか
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し， 労働組合が標準賃金率を次第に引き上げることで， 他の全ての雇主を

人ず つ淘汰し， 最も優れた雇主にビジネスを集中させるとすれば， 総生産費

はそれによって大幅に引き下げられるだろう。 J(Webb [1897] p. 730，訳891

頁)

産業部門全体の生産物の価格を決定するものは， 市場における最劣等企業の

生産費であるから， これが淘汰され， かつ優良企業のシェアが拡大すると， 産業

全体の生産費は大幅に低下する。 これは価格低下という形で消費者に還元される

というのである。 このような， コモン ・ルールの水準引き上げによる「最適な雇

主の選択的淘汰」のプロセスは， あくまでも労働組合によるよりよい労働条件の

追求を起動因として進展するのだが， そのことが「消費者Jの利益にも結びつく

と言うのである4 7) 

しかし， このようなより生産性の高い産業技術をもっ企業への生産集中の結果

としての生産量の増加のプロセスは， いったいどこまで可能であろうか。 コモン

.ルールの水準引き上げが労働組合の利益のおもむくまま極限までなされれば，

社会にはいずれ単一の企業しか残らなくなるであろう。 そうであるかぎり， コモ

ン・ルールの水準引き上げによる産業の効率化の加速度的増進は， いずれ停止せ

ざる をえまい。 だがウェッブは次のようにいう。

「しかしこのようなプロセスには事実上制限がある。 ある特定の工場がいカ

に有利な地位にあるとしても ， 実際にそれが産業全体を吸収してしまうとは

考えられない。 立地条件， 取引関係， 需要の多様性， 資本不足， およびなに

よりも事業拡大の欲望・能力の不足などの理由から ， 最も有利な地位にある

企業でさえ， 無限に拡大することはできない。 J(Webb [1897] pp. 730-731， 

訳89ト892頁)

立地条件， 市場の状態， 資本調達力， 経営者の個人的事情などの理由から， 優

良企業が「産業全体を吸収してしまうことはないjという判断は， 理論的という

よりも「現実的Jなものである48) 。 したがって「“水準引き上げ"政策を極限

まで推し進めようとする労働組合の欲望」は現実的に抑止されるとウェップは見

てい た(Webb [1897] p. 731.訳892頁)。 換言すれば， 社会には， 能率において階

差的な諸企業がつねに複数存在するという現実がウェッブによって想定されてし

たということだ。 このような企業問格差の存在を前提にしたうえで， 一方におし

て， 個々の雇主による資本設備の改良競争が新たに進展し， 他方においてより優
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れた企業の新規参入が繰り返される49) 。 コモン ・ルールの水準引き上げによる

産業の「効率」化の加速度的・ 累進的増進の可能性が展望されているのである。

コモン ・ルールの施行は， 最も設備が劣る雇主を淘汰し， 競争の全圧力を最大の

生産能率の獲得にむけて集中させ， もっとも優れた産業組織形態への絶えまない

発展に寄与するJと把えられたのも当然のことであろう(Webb [1897] p. 732，訳89

4百)。

以 上の考察を通じて， íコモン ・ルールの方策」が「富の生産と分配， および

個々人の性格の発展におよぼす影響Jは， おおよそ以下のように要約しうるであ

ろう。 すなわち， コモン ・ルールは， 労働条件を引き上げることで「富の分配J

に影響を与えるのであるが， それが労働者間と雇主問との両方における選択的淘

汰， 労働者自身の「機能的)11員応J， 雇主による「生産工程の改良Jを通して，

「富の生産Jを増大させる， と。 繰り返して言えば， ウェッブは， í人格Jをも

含めた労働大衆の資質の向上を起動因とする労働者間の「競争J， さらにその結

果としての企業者間の「競争J促進をつうじて， í産業進歩」が不断に進展しつ

づけ ， 結果として豊かな人間生活を享受しうる社会が実現されると把握したわけ

である。

第2章で考察したように， ウェッブとくにシドニーは， その初期論文において，

「レント」の取得をめざして「産業進歩」が絶えず進展していくという経済理論

を提出していた。 しかも， このような雇主問の「競争Jが， í産業進歩Jを推進

し続けるための不可欠の条件であるとウェッブは認識していた。 だ からこそ，

『産業民主制論』において， 次のような洞察が可能になった。

「コモン ・ルールが存在しないために， 機械設備や資本が不十分で， 科学的

素養や市場についての知識に欠ける “小規模な雇主" が， 賃金をくいつぶし，

組織的残業を要求し， 工場に労働者を詰め込み， 事故予防を怠ることによっ

て， 優良な工場からビジネスを奪い取ってしまうような場合， 彼の存在は労

働者に有害であるばかりか， 国民の生産能率の明らかな侵食でもある。 j

(Webb [1897] p. 732，訳893頁)

無規制の労働市場においては， 劣等資本は， 競争圧力を労働条件引き下げとし

う形で労働者に転嫁することができるため， 残存し続けることが可能である。 劣

等資本の淘汰が阻害されると， 優良資本の拡大傾向が阻止されるだけでなく， 優

良資本を新たな競争へと追込んでいくところの価格低下プロセスをも阻害され，

社会全体の「産業進歩jはその分だけ遅れることになる。 コモン ・ルールの採用
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-定着化をつうじる労働賃金の引き上げと労働能力の向上は， 劣等企業の淘汰を

加速化するという間接的な意味をもっ。 こうしてウェッブは コモン ・ルールの

水準引き上げは， r産業進歩」を累積的に増進していくための重要な役割を巣た

すと力説するのだ。

「こうして “耕作の限界点を引き上げ'\同時により優れた地位にある工場

の生産量を増大させることにより， このコモン ・ルールの方策は， 生産物の

うち経済学的にレントの性質をもっ部分の境界をシフトさせ， そのある部分

を労働者の手中に収めることを可能にするのである。 J (Webb [1897J p. 730， 

訳891頁)

「発展した産業社会Jにおいては， 労働市場が完全競争的であるかぎり， 労働

者は各生産要素の「限界的な効率性J - r限界生産物」に応じた賃金を受け取る

だけである。 だが， コモン ・ルールの水準引き上げがなされる場合には， 劣等資

本の淘汰と拡大をもたらし， 資本の「限界的な効率性Jの程度を引き上げ， なお

労働市場もふくめて「競争」市場の機能が残り続ける。 他方， 労働者自身はコモ

ン ・ルールの水準引き上げによって「機能的順応Jを達成し， 個々の「能力Jを

増大させ， 結果的に「能力Jの「限界的な効率性 」を上昇させる。 コモン ・ルー

ルの水準引き上げよる分配関係の変更は， rレント」の「経済的賃金Jへのくり

込みという形で行われるが， r限界的な効率性Jが増大した分だけ社会の総生産

物が増加しているというわけだ50) 。 労働組合運動は， こうした「新組合主義J

的運動原理のもとで， はじめて自らの労働条件の向上と， 社会全体の利益とを向

斗できるとウエツフは主張し， こうした機能を果たさない「旧組合主義」を厳し

く批判したのであった。
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これまで見てきたように， w産業民主制論』で示された労働組合運動の使命と

は， まず第一に「発展した産業社会」を支える労働者自身による分配面での生産

力の享受であり， 第二にその帰結としての労働者の側における「機能的順応J， 

および雇主の側における「競争的淘汰Jの両者による「産業進歩Jの実現であっ

た。 ここ において， ウェッブの労働組合論を貫く基本的視座は， 一貫して「効率J

の実現にあったことがわかる。 しかもその際， シドニー初期論文における「産業
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進歩」の理論的把握が活用されていることは明らかであろう。 すなわち市場経済

における競争的淘汰を通じた産業の「効率」化という視座のことである。

『労働組合運動の歴史』において， 1871・1875年にかけての「団結の自由」の

確立という画期を境にした， クラフト・ユニオンの衰退と新しい労働組合運動の

台頭という歴史過程の進行に着目したウェッブは 労働組合運動の「理論J的著

作と して『産業民主制論』の執筆に着手していった。 その際， トーニーが述べた

ように， 労働組合運動は「経済的進歩の障害として 」非難されているという現実

があった。 この限りで労働組合運動は， コレクティヴイズム自体を批判するA. V. 

ダイシーら「個人主義」者からの反論に対して自己の正当性を主張しえ ない。 ウ

エツブは労働組合運動が， こうした障害を除去し一層の発展を遂げるためには，

「旧組合主義」から「新組合主義」への転換が 必要で、あると主張した。 このこと

が達成されれば， 労働組合運動は 経済社会の中で予定調和的に発展しうる， と述

べたウェッブにあって， その第一の狙いは， ["個人主義J者からの批判をかわし

つつ， 同時にレッセ・フェールという「旧自由主義」の枠組み内部におけるその

意義を， ひとまず確認して おくことにあったと言えよう5 1) 

A. マーシャルが， 後にウェッフのこうした主張を支持したのも当然のことであ

ろう。 彼は『経済学原理』において次のように述べていた。

「概して， 労働組合はコモン・ルールを作業と賃金の正しい規格化に役立つ

ように利用することによって， 労働組合のみ ならず， 国民全体にも利益をも

たらすと見てよかろう。 一国の資源をできるかぎり活用し， それによって

民分配分を増大させようとする率直な努力をともなっている場合には， 特に

そうであろう。 賃金の上昇， つまり生活と雇用の条件の改善が このような妥

当な方法で獲得されれば， 社会福祉の向上に役立つであろう。 J (Marshall 

[1961] p. 706， 訳27卜272頁)

だが， w労働組合運動の歴史』における「レッセ・フェールから労働条件のlL

法的規制へJという「政治史J把握をふまえたウエツブには， w産業民主制論』

で解明されるべきもう一つの課題が残された。 すなわち労働組合運動が 「団結の

自由Jという「旧自由主義」の枠組みを乗り越えて， ["労働条件の立法的規制j

という「新自由主義」的な運動に高度に展開していく際の理論的根拠を示す必要

があったのである。 以下， 章をあらためて， ["労働条件の立法的規制Jひいては

「ナショナル・ ミニマム」へといたる， ウェッフの思考をたどって みよう。
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注(第4章)

1) 周知のように， �労働組合運動の歴史� (初版1894年)は， 1920年に大幅に加筆修

正されている。 訳書は1920年版をもとにしている。 本論文では初版(1894年)を使用す

るが， 訳書に該当箇所がある場合にはその頁数も表記する。
2) 総輸出額は， 9720万ポンド(1854年)から2億5630万ポンド(1872年)まで， 実に2，

5倍も増大した(Mitche 11 & Dean [1971] p. 283)。
3) イギリスの総輸出額は， 2億5630万ポンド(1872年)から 2億4010万ポンド(1896

年)まで， わずかながら減少した(Mitchell & Dean[1971]p.283)。

4) 1鉄道や蒸気船による新し い交通体系Jによって安価な食料が大量に流入した結果，

農業物の価格が暴落し イギリス農業は大打撃をこうむった。 1イギリスでは， 1868年か

ら1878年の10年間に， 消費する小麦の大部分が自国では生産されなくなり， 肉の輸入

は消費量の7分のlから半分近くに増大した。 J(Cour t [1954] pp. 200- 201，訳236-237頁)

5) 輸入総額は3億5470万ポンドから4億4180万ポンドにまで増大し， 結果的に， イギリ

スの貿易収支赤字は， 3680万ポンドからl億3790万ポンドにまで増大した(Mitchell & 

Dean [1971] p. 283， p. 334)。 なお， イギリスの貿易収支は， 19世紀第初頭以来， 一貫し

て赤字であった(Mitchell & Deane[1971]p.333)。

6) 海外投資からの利子・配当収入は4430万ポンドから9600万ポンドにまで2倍以上も

増大し， 海運・保険サービスによる稼得は8980万ポンドから9230万ポンドへと高水準を

推移していた(Mi tchell & Deane [1971] p. 334)。

7) 1世界の綿製品輸出に占めるイギリスの比率が最大になるのは “大不況" 下の1882

-84年の82%であるが， しかしそれは同時にピークからの滑降の始りJでもあった(熊

谷[1994]129頁)。

8) 1自動ミュール機は， 1830年代から1840年代にかけて使用されるようになったが，

その時期には， 技術的に， 番手の太いものに用いられ， 番手の細いものには利用されが

たかった。 しかし， それは， 改良されるにつれ， しだいに普及するようになり， それず

コモン・ミュール機を大きく凌駕するのは， フレストンでは1853年のストライキのとき

であり， オルダムでは， 1866年から74年にかけて， ボウルトンでは1874年から86年にカ

けてであった。 J(中山[1988] 82 - 83頁)

9) 1織糸の輸出の衰退が見られたのは， あらゆる種類の織糸ではなく， 主に太糸にお

いてであった。 輸出にしめる中・細糸の割合は， ほぼ確実に増大した。 ・ ・ ・織糸の輸

出の衰退は， 特に1890年代を通じて， 紡績業者に深刻な問題を投げかけた。 それを彼ら

は数多くの方法で解決しようと試みた。 メリヤスおよびレース用の糸や， より細い糸の

生産が， 次第に強調されるようになった。 J(Tyson[1968]pp.l07-108) 

10) さらに， タイソン(Tyson[1968] )は， イギリス綿業の成長を支えたものとして，

119世紀の末までに， 綿産業の83%の職工は， ランカシャーや近隣のチェシャーに集中
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していた」ことを指摘し， その地域的な特化をあげている。 その他， íランカシャーの

職工がもっ熟練における優越性J， í能率的なマーケティング・ シ ステム」も重要であ

った(以上， Tyson [1968] p. 119， 120， 125)。
1

1) í石炭鉱業においては， 蒸気機関の発明を促進し不断の改良に努めたものは炭鉱資

本家であったにもかかわらず， その炭田から炭田， 抗口から抗日への動力 革命の波及は

緩慢かつ編肢であった。 J(吉村[1974]94頁)

1 2 ) 後述する「製鋼革命Jによって可能になった鋼の生産にあた っ ては， 毎険と 同I1.Jに

屑鉄も使用されたから， 国内全体の鉄鋼生産量の指標として銑鉄生産量をそのまま使用

することはできない。 園内全体の鉄鋼生産量は， 銑鉄生産量よりも実際には大きいと考

えるべきである(阿部[1993]102頁)。

13) 1858年にベッセマーが「転炉法」すなわち銑鉄を流し込んだ容器に空気を吹きこん

で不純物を燃やして除去する工法を発明した。 1860年代には， ジーメンスの「平炉 製鋼

法Jが発明された。 この工法は， í転炉法Jより時間がかかるものの， 最終生産物をよ

りよく制御できるという利点があった。 さらに1875年には， トマスとギルクリストの

「塩基性内張りJ法が発明され， イギリスに多い含燐鉱石の使用を可能にした(L i 1 ey 

[1965] p. 145，訳175頁) 0 í“製鋼革命" とは・ ・ 近代 製鉄業の3つの基本工程一製銑

・ 可鍛鉄製造・圧延ないし鋳鍛造ーの第2工程を， パドル炉による練鉄生産から製鋼炉

による溶鋼生産に転換させたという技術的内容をもっ過程Jのことである(高橋[1967]

6頁)。

14) í大量生産技術-動力工作機械による規格化された互換部品の生産ーは， 一般に信

じられているように， アメリカで生まれたのではなく， ヨーロッパ特にイギリスで， 18 

世紀後半から19世紀初頭にかけて生まれたJ0 í自動旋盤， 穿孔機， 平削盤， 形削盤そ

の他の工作機械Jは， イギリスで「開発J， í大量生産Jされた。 これらのー工作機械は，

í19世紀の前半に， 繊維機械などの規格化された大量生産を可能にし・ ・ -流れ作業ノ

産に類似したものを作り上げた。 J (Mayr & POS t [1981] p. 25，訳42頁)

15) 例えば， 19世紀後半におけるミシンの発明とその普及が， 靴の製造ノウ法を大きく変

化させたことについてウエッブはいう。

製華ft業にはí1857年までは機械や新工程は全く侵入していなか った。 靴製造にミシン

が利用され， 引き続き新発明が導入された結果， 1857年から1874年の聞にこの産業には

完全な革命が起こった。 J (Webb [1897] pp. 417-418，訳505頁)

また， 19世紀後半以降「男女の服装をめぐる流行の変化Jがあり， 靴下製造業におけ

る「工場制の普及Jをもたらしたという指摘もある。 í“半ズボン" がすたれ， 男子は

“長ズボン" へ， 女子は“長目ドレス" または“布製靴下" へと変化しJ， í準服飾品

としての“上質靴下" から， 機能的な機械製粗悪品 一円筒型靴下および、縫合靴下ー

への需要シフトJがあったからである(武居[1984]62頁)。

16) 19世紀後半におけるイギリス経済の構造転換について， ケイン&ホプキンスは， 次

のように主張している。 再び引用すればこうである。 í1850年以降の時期に関して， 製
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造業部門の生産高 の伸びが鈍ることによって引き起こされたイギリス経済の相対的な表

退が議論の的になっている。 しかし， 187 0年から1945年の時期にダイナミックな変化を

遂げた領域があり， それはロンドンと(イングランド)南東部を中心とするサービス部

門であったことはあまり知られていないJ(Cain & Hopki ns [1987] p. 2， 訳53頁)。 す

なわち， 製造業の衰退がシティを中心としたサービス業の成長によって補完されたとい

う指摘である。 í国内製造業の成長で さえも， 特に(イングランド)南東部におけるサ

ービス所得の増大によって引き起こされた消費需要に大きく依存していたでのである。 」

(Cai n & Hopk i ns [1987] p. 4，訳出頁)

17) Mitchell & Deane[197 1]p.64。 ただし， 労働組合による統計数字である。

18) 19世紀中葉における「労使関係法」については， 森[1988]に詳しい。

「この制定法(1823年法一引用者)は， 農業におけるサーバント， 職人などが契約に

したがって仕事を始めなかったり期間満了前に労務を放棄した時， 或いは他の軽罪を犯

した時には， 雇主の告訴に基づいて， 治安判事が彼を逮捕し取り調べることができると

した。 そして有罪であ れば三ヵ月以下の懲役刑に服さしめてその期間の賃金を減額させ

るか， 賃金 の全部または一部を減額させる， もしくは彼の解雇を命じることができると

定めているJ(森[1988]138頁)。

19) ウェッブは， 主従法について一下院議員が抱いていた次のような見解(1823年)を

紹介している。

「例えば機械組立工， 漆塗工その他無数の事業では， 作業の性質上， 一つの仕事を完

了しないうちに別の仕事をはじめなけ ればならないから， 労働者は仕事を完了すること

は決してない。 したがって， もし賃金額に関して紛争が生じたり， ストライキやターン

・アウトがはじまったり， 労働者が口論のすえ仕事を放棄したりすれば， 雇主は， 労働

者が仕事を完了しないままに離職したという理由で告訴するのだ。 J(Webb [1894] p. 23 

4，訳284頁)

20) 同時に， í共済制度Jは， 老齢，疾病， 埋葬， 移民， 事故手当などをも包含する

「共済組合J的側面をもち， 組合員の生活におけるあらゆる事態に対処していた。 í共

済制度Jは， 各組合員に対する週1シリングにのぼる高額の組合費によってはじめて維

持されていたのである(栗田[1978]22頁)。

21) 事実， ウェッブは次のように述べている。 í団体交渉が雇主によって承認され， か

っ法律制定に労働者の手が届くまでは， 労働組合運動が合法的にその目的を達成する唯

の手段は， 相互保険であった。 1845年から1875年の間， 労働者を指導した抜け目ない

役員の一団によって， それが大いに支持されたのはこのためである。 J(Webb[1897]p. 

166，訳193頁)

22) íジャンタJとは， 当時のクラフト・ユニオンの代表者 らが結集した非公式の団体

に， ウェッブが付けた名称である。 ASEのウィリアム・アラン， 合同大工組合のロパ

ート・アップルガース， 鋳鉄工組合のダニエル・ガイル， 煉瓦積工のエドウィン・クー

ルスン， 靴製造工のジョージ・オッジャーなどがその代表である。 さらに， ウェップは
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その周辺人物として， ヘンリー ・ ブロードハースト(石工)， アレキサンダー ・ マクド

ナルド(坑夫)， ジョン ・ ケーン(錬鉄工)などをあげている。 特にブロードハースト

は1875年以降のTUCを指導した人物として重要である(彼の詳しい経歴については，

安川[1993] 369頁参照)。

23) 椎名[1985]32-33頁参照。

24) í1830年代， イングランドのミュール紡績に雇用されていた18才未満の労働者38， 9 

29人のうち， 企業主が 直接雇用していた者は， 4， 293人であったのに対して， 精紡工が

直接雇用していた者は， 32，297人であった。 そして精紡工と大糸継工が成人男子で， 小

糸継工が少年， 児童であるのが一般的であった。 J(中山[1988]80頁)

25) 自動ミュールの導入それ自体が， 手動ミュール紡績工による労働力供給制限という

障害を打破することを目的になされたという指摘もある(茂木[1977]23頁)。

26) í綿糸紡績工合同組合」は， í徒弟制度Jのかわりに， 輩下の糸継工から一定の数

を紡績工に昇進させる「昇進制度Jを確立した。 この「昇進制度Jは， AS Eにおける

ような「熟練工4人に対して徒弟1人Jといった規制とはまったく逆に， í紡績工1人

に対して徒弟2人Jという緩やかなものであり， この割合は「 職業を補充するのに必要

な人数の約10倍jであった(Web b [1897] p. 4 75，訳575頁)0 í昇進規制は補充者の数を

満たされるべき地位の数以下に減ら そうとする考えが全く ない点において， 徒弟制度と

異なっている。 したがって， その産業の拡大には何の障害もない」とウェッブは述べて

いた(Webb[1897] p. 491，訳594-595頁)。

ただし， 自動ミュール紡績機の普及にもかかわらず�， r新しい自動ミュール番労働荷

は， 機械への配属と入職規制という旧来の紡績工のシステムを正確に再生産したJとい

う指摘もある(Turner[1962] p. 128)。

27) コールは「出来高単価表が最も十分かつ完全に発展した産業は， 疑いも無く綿業で

ある」と述べ， その理由として「綿業の産出物は標準化されているから， 事実上あらゆ

る課業に対する単価を綿密に設定することが可能であるJことを上げている(Co I e [192 

8]p.81)。

28) 以下， íイングランド中央部Jには， 便宜上， ランカシャー， ヨークシャー， ミッ

ドランド， スタッフォードシャーを含めるものとする。

29) ただし， 19世紀中葉の北東イングランド地方の炭田は， r炭鉱主が全坑夫を直接的

かつ個別的に雇用し， かつ階層的職員管理組織を通じて， 全坑夫を直接的に指輝・監戒

する体制を確立していた唯一の炭田であったJという指摘もある(若林[1985] 176頁)。

30) ヨークシャーを例にとれば， í1879年に約6万人の労働者のうち組織された労働者

は僅か 2， 600人」であったといわれている(栗田[1978]46頁)。

31) 例えば， コールは次のように述べている。 r類似した制度はある種の炭田では “採

炭請負" 制度として知られ， 石炭採掘にあたって幅広く採用されていたが， それを打破

することが新しい “ 大英坑夫連盟" の主要な目的であった。 J(Co]e [1948] p. 239，訳18

4-185頁)
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32) 法定8時間労働日 に対する北東イングランド炭坑夫の反対 には歴史的 に根深いもの

があった。

1 863年， リーズで開催された炭坑労働者会議において8時間労働法について の議題が

浮上したが， ダラムの指導者ウィリアム・ クロフォードは18時間労働法案が彼の地

では実行できないJことを宣言した。 1少年には1日1 0時間 成人男子には6時間働

か せることを彼は望んだJ といわれている(Webb [1894] p. 289，訳343頁)。 その理由と

して， ノーザンバーランド， ダラムでは， 採炭夫は一日2シフト制であったのに対し，

少年は1日1シフト制であったことがあげられる(Webb [1 894] p. 289，訳344頁)。

33) 1当時(1 866年一引用者)錬鉄工組合員数は， 6千500人であり， その年収入は6千

ポンドにものぼった」。 合同錬鉄工組合は， 1移民による労働力供給制限を志向し， ス

トライキによって組合基金が枯渇することを回避したJ(以上， Marsh & Ryan [1 984] p. 

270， p. 262)。

34) クレッグ， フオツクス&タムソンは， 製鉄業者の側からも平和的な労使関係が模索

された理由として) 1莫大な資本を必要とする設備を稼働させ， 固定費用を最少化し，

かつ(特に燃料の)浪費をなくすために， 操業停止の回避 」が模索されたことをあげて

いる(Clegg， Fox & Thompson [1 964] p. 21)。 同様の指摘については， 福井[1972]38頁を

参照。

35) 1鉄鋼労働者の問では， 溶鉱炉労働者組合が1 892年に設立され， 賃上げに成功し，

合同委員会と の間でスライディング・ スケールを獲得したJ (Po 11 ard [1 965] p. 1 07)と

指摘されているように， 鉄鋼業 においては， スライディング・ スケール協定が19世紀末

まで残存した。

36) 一つの理由としては) 1 852年の大ロックアウトの終結以降) 1使用者団体」は消滅

し， 組合の徒弟規制に対して統一的な対応ができなかったことをあげることができょう

(小野塚[1 990]1 1 8頁)。 むしろ， それ以降) AS Eは着実に発展しさえした。 1合問

機械工組合はそのストライキの後の1 0年のうちに， 組合員数を倍増し) 1 861 年までには

7万3398ポンドという空前の残高を積み立てていたJと言われている(Web b [1 894] p. 208， 

訳256頁)。

37) A S Eの歳出額については以下の表を参照。

費 用 1869年

葬 儀 5. 600 

疾 病 1 7. 777 

養 老 8. 055 

事 故 1 .  600 

1 879年

7. 387 

20. 514 

1 7. 730 

l. 800 

1889年

8， 289 

30. 922 

40， 170 

2. 177 

ASEの組合員数は) 34， 71 1 人(1 870年)

44， 692人(1 880年)， 67， 928人(1890年)

であるが(熊沢[1 970]52頁)) 組合員全体

の増加率よりも， 老齢手当の増加率すなわ

ち) 8，055ポンド(1869年) ， 17， 730ポンド

失 業 59. 980 1 49. 931 29. 733 

ストライキ 50 20. 579 1 .  920 

(1879年)， 40， 170ポンド(1 889年)の方

が明らか に大きいことは， 組合員の高齢化

(単位:ポンド，出所:栗田[1978]66頁) が展進したことを物語っていよう。

1 08 



38) 半熟練工への組合員資格の拡大の例としては， 1885年のASE大会において， 1士←

年者の入会金を安くしたこと， 竪削盤工， 真鍛仕上工， 銅鍛冶工などの新しい製献もし

くは半繋練工の入会を認めたこと」や， 1892年の大会において， 1電機機械技師， ロー

ル旋盤工， その他いくつかの種類の機械運転工(=半熟練工-引用者)のような新職穐

が完全な組合員資格を認められJたことを上げることができる(以上， 徳永[1966]293， 

296頁)。

日) 19世紀後半における機械・鉄鋼業の台頭は， 当然， そこにおける繋練労働者の地位

を高めた。

「この時期(1840-1890年一引用者)には金属産業が興隆し， 労働貴族は著しく強化

された。 例えば， 製鉄労働者は1851年と1881年との間にその数が3倍になり， 造船I • 

機械工などは3倍以上になった。 これらの産業の多くでは熟練労働者の比率が非常に向

く， それは機械業においてはおそらく70-75%であったから， 彼らの相対的な地位は

実に向上したJ 0 1製鉄業における熟練労働者の比率は高く， 1865年のレヴィの資料で

はほぼ44%であり， 賃金は高かったJ。 製鉄中心地の生活環境は劣悪であったが， 1そ

れにもかかわらず， 極めて高い名目賃金と下請け制度の普及によって， 鉄鋼業は， 労働

貴族の本拠地になったJ(Hobsbawrn[1964] p.335，訳258頁)。

40) 1新組合主義jの勃興についての詳細な検討については， 安川[1993]， 前川[1965]，

モ一トン &テイト(Mort on & Ta te [1956] )を参照。

「新組合主義運動Jは， 当初， 1社会民主連盟Jなどの社会主義者たちによって推進

された。 ハインドマンは， 1885年に次のように述べていた。 1オーウェンの時代には批

備ができていなかった革命の機はいまや熟しているし， その準備もできている。 富のZ

産者に自らの国を支配させるための革命のみが， おそらく事態をより良いのもに変える

ことができるJと(Justice， July 18th， 1885， ci ted in Webb [1894] p. 397，訳472頁)。

こうした「革命jを目指した 運動のその後の変化について， ウェッブは次のように概

観している。 11889年という年は， 全世界の労働者の盟約による “完全な国際的社会革

命" の到来を告げるかわりに， 社会主義者のフロパガンダの潮流を革命的なものから斗

憲的なものへと転換させた。 政治的デモクラシーの出現によって， “あらゆる職業・階

層の労働者による， 少数者の残忍な独占的支配に対する団結した攻撃" の計画は時代お

くれになったJ(Web b [1894] p. 398，訳474頁)。

41) John Burns， a speech delivered in Rotherharn on 8th Septernber 1890， cited in 

Duffy [1961] pp. 315-316 

42) 以上のトーニーの示唆にもとづくかぎり， 関嘉彦氏によるフェビアン主義， 特にウ

エツブとショーの競争認識に関する解釈には疑問がのこる。 1競争を伴う価格経済機構

自体を否定するのか， 不平等な所得分配下でのそれを否定するのか， その点か必ずしも

明白でない。 ロパート ・オーウェン式の自給自足経済を空想的と斥けている点から， 彼

らは価格経済機構を認めているように思われるが， 他方競争には反対している。 競争お

よび価格経済が果たして非能率的であるか否かの根本的反省もなされていないJ(関[1
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969]39頁)。

43) ウェッブは『労働組合運動の歴史』においてI1日組合主義Jを「高い標準賃金率を

得ている熟練労働者だけを加入させ， 週1シリングにもおよぶ組合費を集め， また規則

として定められた徒弟期間を終了した熟練工のほかは しばしば組合員にしない熟練

組合」と規定している(Webb[1894] p. 374，訳447頁)。

44) ウェッブは， 1消費者の見地Jからすれば「人員制限の方策Jも， 1トラストJも，

ともに「独占Jにほかならないと把える半面で， 1トラストJの場合には， むしろ「競

争Jがしばしば製品価格の引き下げをもたらすという点を指摘している。

「追加的な資本が， その使用に対して銀行家やデ、イベンチャ一所有者に支払われる利

率以上をもたらす見込がある限り， 資本家トラストは， その生産高を増大し， 出来る

限りその生産工程を改良しようと努めるものだ。 実際には， スタンダード・オイル 社が

やるように， 彼らはしばしばその価格を引き下げて， 需要をあおり これによって利益

をあげているのである。 とにかく彼らは， 常にトラストの仕事に最も優秀なブレインを

雇い入れ， それと同時に， 最良の機械と最新の発明を活用することに努めている。 とい

うのは， 生産費の低減をなしうる限り， それは常に全く彼 自身の利益になるからであるJ

(Webb [1897] p. 709，訳864-865頁)。

「トラストJは， 個別企業どうしの「競争」から生じるところの「改良への刺激を失

うことは事実であるJが， それでもなお「利潤追求者jとしての内発的動機が依然とし

て存在する。 したがって， 追加資本の収益率が現行利子率に等しくなる点まで生産高を

増大させるし， 生産費低減のための「資本設備の改良Jもなされると言うのである。 さ

らにウェッブは， 価格の低下が消費者の需要を喚起し利潤量の増大をもたらす場合には，

この生産工程の効率化は社会的に還元されると見ており， 彼のトラスト観は， 極めて

「競争J的な理解になっている点に特徴がある。

45) ウェッブは， 次のように述べていた。

「まず最初に労働組合の諸規制について考察しよう。 これらの諸規制は次の2つの経

済的諸方策に要約できる。 すなわち人員制限とコモン・ルールである。 後者は， 標準賃

金率， 標準労働時間， 衛生 ・安全についての明確な基準を直接に決定する ， より近代的

な諸規則を含むものである。 J (Webb [1897] p. 704，訳859頁)

「労働組合は， コモン・ルールの方策によってより高い生活水準を維持しうるという

発見は， 大多数の労働組合の戦術を変更させるにあたって有効であった。 例えば， 綿糸

紡績工合同組合は， それぞれの職業における欠員 を補充するにあたって， 雇主が労働者

を自由に選択することに決して干渉しなかった。 J (Webb [1897] p. 714，訳871頁)

「コモン・ルールの方策は， いかなる雇主も引き下げることができない最低限を強制

するものであり， 雇主がそれ以上の条件を提示できないような上限を強制するものでは

決してない。 J (Webb[1897]p.715，訳872頁)

46) このかぎりで コールの以下のような指摘は正しい。

「主要な経済学者たちは以下のように言い続けていた。 すなわち， 正しい道は， 生産
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力増大のためにできる全てのことをな すことであり， したがって， 高まった生産力の恩

恵が下層にいっそう浸透し， 全ての人々に普及するのを待つことであると。 他方で， 台

頭しつ つあった少数派は， フェビアンたちを先頭に以下のように主張し始めた。 すなわ

ち， このプロセスはどのみちあまりにも緩慢であり， したがって次に踏出され るべき

歩は， “どん底の人たち" のために集団的行動によってそれを加速することであると。 J

(Cole [1950] p. 34，訳28頁)

47) 劣等資本の淘汰と優良資本の拡大が労働 者と消費者との利益に結びつくというウエ

ッブの労働組合論に対して， 第2章で紹介したウォーカーの論文が大きな影響を与えた

ことは， ほぼ間違いないであろう。 F.A.ウォーカーは以下のように述べていた。

「ここで提出された視角が正しければ， 産業的企業の運営が優れた経営能力をもっ者

に限定されることは， 社会の利益であり特に賃金階級の利益であることは明らかだ。 地

代について言えば， 耕作の限界点の低下はすべて， より少ない純生産物しか生産できな

い土地を耕作に引き入れ， 穀物 価格を決定する最終必要供給部分の生産費を引き上げ，

それによって土地所有者階級へ地代として帰属する生産物の割合を増大させる。 お なじ

ことは利潤についてもあてはまる。 すなわち， ビジネスの運営を劣った人物にゆだねる

こと， つまり資本と労働の使用によってより少ない純正産物しか生産できない人物にゆ

だねることは， 全商品の価格を決定する最終必要供給部分の費用を高めるだろう。 した

がって， 利潤として高い階層の使用者に帰属する生産物のシェアは増大するだろうJ

(Walker [1887] pp. 278-279)。

48) 例えば， ウエツブは「需要の多様性」を説明するものとして， r広告Jや「商標J

などの製品差別化について次のように述べていた。

「製造業者は卸売商人によるきびしい圧迫からある方法で逃れようとする。 商人は，

より大きな 利潤を確保しようとする欲望に動機付けられ， 常に， 消費者の盲目的でかた

よりのない圧力を〔製造業者のなかで〕最も弱い部分に向けて 集中させる方法を発 見し

ようと知恵をしぼっている。 取引にお ける専門的技術， 品質の微妙な差異を見抜く経験，

技術工程改良の抜け目ない把握などによって， 彼は， 製造業者どうしを互いに競争させ，

そうで ない場合よりもより すみやかに， より完全に， 彼ら〔製造業者〕が獲得している

莫大な 利潤を横取りし ようとする。 ・ ・・製造業者は， 個々の消費者と直接的な関係を

取り結ぶことによって， 製品の価格・品質に対するこの専門的なあら捜し， また意図的

に振り向けられた圧力から脱却しようとつ ねに試みる。 これがすなわち， 他とは区別さ

れた〔製品の〕特色の社会全体への広告， またその結果として商標・製造業者名の使用

が， 現代において発達したことを経済学的に説明するものである。 J (Webb[1897]p.68 

3，訳830-831頁)

49) 競争過程において絶えず、新規参入する資本の優位性についてウェッブは次のように

言つ。

「新発明の採用はおそらく追加的な資本の支出をもたらしただろうし， 以前の設備の

ある部分を時代おくれにし， 破壊したにちがいない。 たとえこのような犠牲を払って旧
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工場を新しい要求に適応させたとしても， 生産における完全な経済性からみれば不利益

な点が多いのである。 新しい資本家が， 新規の工場を設立し， 最新式の改良を備え， 新

発明 を最もよく利用するチャンスはここにあるのだ。 J (Webb [1897] p. 682，訳829貞)

さらに， このような新規参入が頻繁に行われる産業ほど， 産業の効率化は進展すると

いう。 ウェッブは次のように述べていた。 I雇主の頭脳に対する圧迫によってもたらさ

れる改良の余地は， イングランドの農業のように同じ農場を代々引き継ぐことが多いた

めに， 企業心の自由な発露や資本の移動が比較的にまれな産業よりも， ほとんど毎日の

ように新しい発明がなされ， たえず新事業の勃興によって補充されている工場製靴業の

ほうが明らかに大きい。 J (Webb[1897]p.736，訳898頁)

50) ゴードンは次のように述べていた。

「限界生産力説的分配論の発展の歴史は， それ自体独立したものではあったが， それ

は賃金基金論争史の一部でもあった。 というのは， 限界生産力説に本質的な概念が出現

したのは， まさにこの論争の時期を通じてであったからである。 ・・・その論争に対す

るシドニー・ウェッフの貢献には， 限界生産力説の萌芽が非常にはっきりとみられる」

(Gordon [1973] pp. 31-32)。

賃金基金説とシドニーの初期論文との関連については本 論文では再検討することがで

きなか った。 後の課題にしたい。

ただし， 本稿で明らかにしたように， ウェッブの労働組合論がシドニー 初期論文にお

ける「産業進歩J論を基礎に展開されていたこと を念 頭におけば， ゴードンの以下のよ

うな主張には疑問が残る。

「労働組合運動という現象を分析的に取り扱うという課題は， 限界生産力説のフレー

ム ・ ワークの中に早くから取り込まれていたが， 限界生産力説はその課題にたいして，

結局は賃金基金説と同じ結論を与えたことは興味深い。 ホブソンやシドニー・ウェッブ

のような数人の左派 経済学者は， 限界分析の発展に早くから貢献 していたが， 彼らは労

働組合に対するその分析上の帰結を察知するやいなや， それを放棄したJ (Go rdon [197 

3] p. 34， 下線部強調は引用者)。 労働組合運動の分析にあたって， ウェップはシドニー

初期論文の成果を「放棄したjのではなく， 労働組合論をそれに適合するように「作り

直したJと言い換えたほうが適切であろう。

5 1 ) イギリスの労働政策をめぐって， I団体的自由放任論」という観点からそれを位置

付けようとする流派がある。 例えば， カーン ・ フロイントがその代表とされているが，

その一源流にウェッブの労働組合論があったことも指摘されている。 小笠原[1995]23ト

232頁を参照。
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第5章 I新自由主義l的社会立法-ナショナル・ミニマム-

l節 マーシャルのシドニ}批判

ー[労働に関する王立委員会J (l��l年)-

1889年に勃発したロンドン ・ ドック ・ ストライキ以降， 不熟練労働者を中心に

新組合主義運動が台頭していくが， その求心力となったものは「法定8時間労働

日Jの要求であった。 新組合主義運動 を推進した団体には， トム ・ マン， ジョン

・ バーンズらの新組合主義者に加え シドニーらフェビアン協会員， ハインドマ

ンらの社会民主連盟があり， それぞれに根拠を異にしながらも， r法定8時間労

働日」の推進という点で一致していた1)

「労働に関する王立委員会J ( R 0 y a I C 0 mm j s s j 0 n 0 n L a b 0 u r， 1 8 9ト1894年)

が設立されたのも， こうした運動の高まりをうけてであった。 委員会メンバーに

は『経済学原理� (初版1890年)出版直後のA.マーシャルも含まれ， 証言者とし

て喚問されたシドニーとの間で， 8時間労働日をめぐり次のような議論を交わし

ている。 まずマーシャルは次のように質問している。

「しかし， 法律なしで済ますことができる場合に， 法律を制定することは無

分別ではないですか。 歴史は， 将来に応用できる限りで， 官僚機構がある場

合には〔産業〕進歩が失われてしまうことを示していますから。 J (Royal 

Commission on Labour [1893]4257) 

マーシャルは， 自らの経済発展論の基軸としての「経済的自由Jという立場か

ら， r労働条件の立法的規制Jには懐疑的であった。 彼は， 産業進歩の起動因と

して， あくまで「創意の自由， 活動の自由J 2) を重視していたからである。

対する， シドニーの回答は以下のようなものであった。

「そうした発言を認めることはできません。 私はそれに反論しなければなり

ません。 法律とは一つの害悪であり， より大きな害悪をもたら さずに廃止で

きる場合には廃止すべきものであるという昔からの主張には全く賛成します。

しかし， もちろん， 労働時間の法的短縮を要求する人々の主張は， 法律がも

たらす害悪よりも法律がない場合の害悪の方が大きいというものです。 J
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(Royal Commission on Labour [1893]4257) 

みられるように， シドニーは原則論に終始し「産業進歩Jと「労働条件の立法

的規制Jとの関連については明確な回答ができていない。 第2章で述べたように

シドニー自身) 1888年から1889年にかけて， 自らの「産業進歩J論を提出し， そ

れとの関連でマーシャル『原理』の内容に共鳴を示していた。 とはいえ) I彼

〔マーシャル〕は道を示しているが， 道を進んでいない」として， 従来の「抽象

的経済学Jに一定の限界を見出し， それを包摂する「社会学Jの構築を目標とし

ていた。 その一貫としてこの時期すでに， ウェッブは労働組合運動の研究に着十

していた。 とすれば) I王立委員会」に出席したシドニーにとって， 自らの主張

を積極的に擁護できない苦悩は， かなり大きなものであったろう3 ) 。 だがそれ

ゆえにこそ， これ以降のウェッブの思考展開の一つの軸に) I労働条件の立法的

規制Jが「産業進歩」に対しいかにして貢献しうるか， という問題意識が据えら

れることになったといってよかろう。

2節 「モラルミニマムl

ーiL C Cの業績J (1���年)-

第3章2節で触れたように) 1888年に成立したロンドン州議会(以下) L C C) 

においては， 雇主選挙権を得た労働者大衆の支持のもと， 労働政策に関して中央

政府より一歩進んだ改革が行なわれていた。 1892年5月) L CCは， 自治体雇用

労働者に対する「労働組合賃金率Jの採用を決議するなど， その労働政策をいっ

そう展開させていった(公正賃金条項)。 また， 労働組合が存在しない部門につ

いては， 週24シリングという「モラル・ ミニマム」の支払いを決議していた4)

同じく「労働に関する王立委員会Jにおいて， レオナード・ コートニーは， シ

ドニーに 次のように質問している。

「それでは， あなたは次のような言葉に同意しますか。 “最大労働時間の規

制は ‘最低賃金' のはばひろい承認によって補足されねばならない(mu s t) " 

と。 J (Royal Commission on Labour [1893]3780) 

シドニーの回答はこうであった。
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「それについては全く同意します。 “ならない(mus t) " という言葉によっ

て私が言いたいことは， それがモラル・ ミニマム賃金の承認を伴うべきであ

るということです。 LCCは次のような結論にいたりました。 すなわち， ロ

ンドンにおける成人労働者への週賃金2 4シリングがモラル・ ミニマム賃金

である。 さらに我々は労働者 の仕事に関係なく， それ以下を支払わないこと

を。 その理由は， もし賃金がそれ以下であればロンドンの被救仙l貧民を楢ー

させてしまうからです。 J(Royal Comrnission on Labour[1893]3780) 

シドニーは， 最大労働時間の規制に加えて， なんらかの形で最低賃金が規制 さ

れるべきだという見解をもっていた5 ) 。 だが， その根拠は， LCCの賃金支払

い額が， モラル・ ミニマム以下であれば， 貧困者が救貧当局へと殺到し， 結 果的

に地方財政が悪化するという， あくまで行政上の効率を重視したものにとどまっ

ていた。

だが， これ以降シドニーはLCCの活動に身を投じ続け， r公正賃金J， rモ

ラル ・ ミニマムJの経済的効果をめぐる知見を深めていった。 その成果が， 1895 

年のrL C Cの業績」という論稿である。 シドニーは， 次のように述べている。

「工場法， 鉱山規制法， 教育法が， 産業界で繰り広げられる競争に対し， 婦

人・ 児童の長時間労働， 衛生対策の無視による廉価 の追求を “禁止" してい

るのと同じように， ロンドンの人々を代表するLCCは， 賃金労働者の生活

水準の抑圧によってもたらされる廉価を活用しない。 工場法が経済学的な称

賛を勝ちえたのは， 人道的な根拠だけでなく， 産業能率への積極的な貢献に

よってでもあったように， 現在幅広く承認されている公正賃金 条項も， 同じ

理由から経済学的な称賛を勝ち取るだろうことが確実であろう。 J(Webb [1 

895] p. 146) 

LCCによる， r公正賃金」 の施行は， 産業能率に積極的に貢献するという

張である。 r労働者間の競争は， 前におとらず激しいであろう。 しかし， それは

価格を引き下げ， それによって国民全体の生活水準を引き下げるような競争では

なく， 効率を増進させ， 実際には生産費を引き下げることになる競争であるJ

(Webb[1895]p.145)。 第4章で確認したように， 1895年というこの時期すでに

ウエツブは， w労働組合運動の歴史Æ (1894年)を出版し， 石炭・ 綿業からの

「労働条件の立法的規制」を求める運動の台頭に着目し， 次の課題として『産業
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民主制論� (1897年)執筆の準備に取り掛かっていた。 rコモン・ルールの経済

的効果」の分析という形で提出された彼らの労働組合論は， r公正賃金J， rモ

ラル ・ ミニマムJをめぐるシドニーの知見の深まりを包摂しながら， 労働条件規

制と「産業進歩」との関連を明確に打ち出した， 彼らの最終的な「理論的J到達

点であったと言ってよい。

し かもナショナル・ ミニマムが明確に提示されたのも， 同書であった。 だが，

「コモン ・ルールJがあくまで労使聞の自発的な団体協約を指していたのに対し，

ナショナル・ ミニマムは， あくまで立法であった。 このことは， r契約の自由J

を旨とする「旧自由主義」社会改良政策の根幹に関わる重大問題であったことは

想像に難くない。 こうした当時の状況にあって， ウェッブはそのナショナル・ ミ

ニマムをいかなる形で提出したのであろうか。 ウエツブは， rこれ〔ナショナル

・ ミニマム〕は今日あらゆる産業国家において行なわれている工場立法の政策で

あるJ (Webb [1897J p. 767， 訳937頁)と明言していたから， ひとまず1 9世紀末

の時点における， 工場法およびその関連諸法の状況について簡単に考察しておこ

つ。

3節 1 9世紀後半における労働政策

イギリスにおける工場立法は， その先駆を1802年の法律にまで遡ることができ

る6 ) 。 同法は， r過度労働や不健康な労働条件による危害から年少の虚弱な労

働者の健康を保護するJ 7) という目的をもっていた。 その背景には， 旧救貧法

下における教区徒弟の問題があった。 当局は， 非救伯l民 児童を大量に工場へと送

り出 すことで， 運営軽費の削減を意図していたからである。 このことは， それを

受入れる工場主の側からみれば， 酷使しうる労働力の豊かな供給源を意味した8)

。 結果的に児童の疾病・体力低下などの問題が多数生じ， 大きな社会問題となっ

ていったのである。

1802年法の内容を具体的に見てみれば， まず， 同法の対象は労働者20人以上の

全ての綿工場・繊維工場とされた。 また， 治安判事には， 2人の監督官を任命す

る権限が与えられた。 徒弟の労働時間は12時間に制限され， その深夜業が禁止さ

れるなど， 児童のみではあれ労働時間規制への一歩が踏み出された。 雇主は児童

に読み書き算等の初等教育を施すべきことが明示され， 工場の換気や洗浄など，

工場内の衛生条件についても規定された。 初期の工場法は， r児童を長時間働か

せるべきではないという宗教的見解の域をほとんど出ていなJかった9) と指摘
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されているように， 社会的弱者である児童に対する人道的配慮からの立法という

色彩が強かったが， それ以降約一世紀を通じて 様々な面で改革されていった。

場法の対象は， 当初，繊維工場に限られていたが， 1864年には， 危険な科刈

薬品を使用する 職種にまで拡大され， 1867年には金属， 機械， 製紙， ガラスその

他， 労働者50人以上の全ての工場へと拡張された。 1867年法は， 労働者50人未満

の事業所を規制する同年の「仕事場規制法」に補完され その範囲をさらに拡大

していった。

行政主体については， 初期工場法では監督官を任命する治安判事が事実上の権

限をにぎ、っていたが， 行政上の中立性が次第に危ぶまれるようになった。 このた

め1825年法， 1831年法によって治安判事が工場主の親族である場合にはその権限

を縮小するという方向で改革が進み， さらに1833年法にいたると政府は直接に

場監督官を任命することになった。 監督官は1844年法によって工場への立ち入り

検査権を与えられるなど， 工場法の運営において重要な役割を果たすようになっ

た。

労働時間については， 12時間労働の対象が1819年法により16歳未満の児童へと

拡張され， 1831年法によって18歳へと引き上げられた。 さらに1844年法では， 児

童に加え婦人の労働時間も12時間に制限 された。 以降， 労働時間規制は， 児童・

婦人の両者を含めた形で進み， 1847年法にいたって10時間労働Hが確定された。

とはいえ， 成人男子労働者は， この点でなんら保護されないままであった。

児童に対する労働時間規制は， 初等教育の進展と歩調を合せていった。 1819

には9歳未満の就労が禁止され， 以降， 1891年法にいたり11歳未満へと引き上げ

られるなど， 工場法の側からその必要条件は徐々に整備されていった。 だが， 初

等教育への就学率は依然低くlO) ， 教育行政自体からの対応が求められた。 当時，

児童は重要な家計補助的労働力であったし， 当の学校も教師の質が劣悪であるな

ど， 社会的な信頼をえていなかったからである。 これを背景として1870年には初

等教育法によって公立学校が設置 され， 1876年法では， 両親に対する義務教育の

規定が明示された。 さらに就学率の低さの大きな原因であった貧困家庭の教育費

負担を軽減するため， 1891年に公立学校の無償制が法制化されるなど， 19世紀

にかけてイギリスの初等教育は着実に整備されていった11) 。

衛生・安全については， 1844年法によって， 機械に安全装置 を設置すること，

運転中の機械の掃除の禁止などが義務付けられた。 さらに， 科学薬品を使用する

不衛生な職種を規制する目的で， 1864年法には「衛生条項」が盛り込まれ， 清潔

な職場環境の維持， 工程中に発生する有害なガス， ほこり， その他の不純物の浄

化が義務付けられた。 1891年法により， 衛生条件の監督権が「地方衛生局jへ委
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譲されたことで， 衛生条項は) I公衆衛生法」によって所轄されるようになる。

また1880年には， グラッドストン内閣のもと「雇主責任法Jが制定された。 これ

は業務災害に対する賠償責任を雇主に義務付けるものであったが，日制賞義務は

あくまで災害の過失が雇主にある場合に限定されていた(過失責任)12) 0 1897 

年には， 無過失責任における雇主の賠償義務も規定されていく。

以上19世紀を通じて， 工場法体系は一環して拡張していき， 公衆衛生法，

責任法， 初等教育法へと分化， 精練化していったことが分かる。 ウェッブが， こ

うした立法改革の進展を「無意識の社会主義への歩み」と高く評価していた理由

もここにあろう。 しかし， こうした当時なりの立法改革の中で， それに取り残さ

れていった階層が存在したことも事実である。 すなわち不熟練労働者大衆のこと

である。 1886年に開始された， チャールズ・ブース， ビアトリス・ ポッターらの

ロンドン調査が明らかにしたものは， 未曾有の繁栄の中に巣くう貧困の存在であ

った。 実にロンドンの全人口の約3分 のlが， 貧困状態にあるとい う驚くべき結

果が出たのである。 しかも彼らは， こうした貧困の原因としていわゆる「苦汗産

業J (Sweated Induslry)における劣悪な労働条件をあげていた1 3) 。 こうした

階層の中には， 工場法に包摂されない家内工業で働く婦人や， 初等教育法の網の

目に補足されず家計補助のために働く児童なども含まれていた。 ナショナル・ ミ

ニマムを提出した際， ウェッブには， これら工場法・関連諸法の拡大に対する積

極的評価と， その不十分さに対する批判との両面があったと言ってよかろう。

4節 ナショナル'ミニマム

第4章で考察したように， コモン・ルールの方策が， その産業の効率化を推進

させていくと主張するウェッブは， 効率化を達成しえた産業が拡大し， 国民的規

模での生産諸要素の理想的な配置・ 一層の効率化が実現されていくと展望しでし

た。 コモン・ルールの方策が各産業に普及すれば， それだけ国民経済全体の効率

も上昇していくことになるというのである。

だが現実には) I寄生的産業Jの存在がこうしたあるべき発展経路を阻害して

いるとウェッブは指摘する。 19世紀を通じた「社会保障」制度の整備の中で，

烹練労働者大衆はこれに取り残されていったことは， 第1節で確認したとおりで

ある。 I寄生的産業」とは， こうした階層の労働者に劣悪な条件を強いている

「苦汗産業」のことに他ならない 。 では， いかなる意味で， それが「寄生的Jで

あるのだろうか。
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ウェップはいう。

「まず， 労働者がその産業と無関係な人の所得で部分的に扶養されている場

ムがある。 両親と生活し， 小遣い稼ぎのために働く児童を， 雇主が， 熟練修

得の適切な訓練をすることなく雇用する場合， 彼は明らかに補助金， 奨励金

を受け取っている。 彼は， 十分な賃金を支払っている雇主たちと比べ， 経済

的に有利になるからである。 ・・・よくあるように， 雇主が， 成人夫性を，

その両親， 夫， 恋人から受け取る金額がなければ十分な能率を維持できない

低賃金で雇用する場合も同様である。 この全ての例において， 若年者や婦人

の労働能率は， 他のある集団の所得で維持されているのである。 J (Webb [1 

897] pp. 749-750，訳914-915頁)

雇主が， 児童・婦人を低賃金で雇用しうるのは 彼らの所得が他の人によって

補填されているからである。 r寄生的産業Jは， 児童・婦人の生活費を負担して

いる階層・産業に対して「寄生」しているというわけだ。 さらに， こうした児童

・婦人労働に限らず， はるかに有害な「寄生」の形態があるとウェッブは言う。

の永続的な産業能率は， 明らかに， その市民の健康と精力の維持に依

存している。 それゆえ， 産業が経済的に自立し続け るためには， 死亡， 老化

による欠員に充分な数の児童を補充しつつ， 人口と活力を減らさずに， 労働

者の常備軍を十全に維持しなければならない。 もしある業種の雇主が， 労働

者の窮乏に乗じ， 平均的な健康の維持に必要な衣・食・住を供するには実際

不充分な賃金で雇用できれば， また適切な休憩と回復を阻害するほどの長時

間にわたり労働させることができれば， あるいはあえて寿命を縮めるほどの

危険・不衛生な条件を強いる事ができれば， その業種は明らかに対価を支払

っていない労働力の供給をうけているのだ。 J (Webb [1897] p. 751，訳916-91

7頁)

国民経済の生産力は， 労働力の円滑な再生産に依存しているが， そのためには，

労働人口を一定の数と活力において長期的に維持する必要がある。 ところが， こ

うした「寄生的産業Jは， 労働力の対価を支払うことなく， いたずらにそれらを

枯渇させている。 その意味で， r寄生的産業Jは， 社会全体の「国民的資源Jに

対しても「寄生Jしていることになるのだ。

こうした「寄生的産業Jは， 社会全体から見れば， あたかも「補助金J r輪出
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奨励金Jを受け取っているようなものである。 本来， 資本， 労働といった生産要

素は， 競争を通じより効率的な産業に集中する はずである。 だが， rもし， ある

産業が補助金・奨励金を受けとる場合， これらの寄生体は， その真実の効率性か

らかけはなれて肥大化してしまう。 こうして一国の資本， 頭脳， 肉体労働の分け

前を， そうでない場合より多く使用し， その結果， 総生産量は減少し， 自立的，�­

業の発展が長期的に抑制されるJのである。 こうして， r寄生的産業は， 賃金稼

得者の所得の一部を収奪し， また 国民の活力の資源を枯渇させるだけでなく， ん

際に は， 国民産業のもっとも有利な配分を妨げ， それによって資本， 能力， 筋肉

労働を， 全体的に見て不生産的にする のであるJ (以上， Webb [1897] pp. 754-755， 

訳921頁)。

ウェッブが， r苦汗産業Jを「国民的な産業能率の浪費Jであると厳しく非難

する 所以である。 だが， これらの「苦汗産業Jは， 児童・婦人を不規則に雇用し，

しかも家内労働においては労働者どうしが分断されているため， 有効な労働組合

の結成が不可能である。 ロンドン・ドック・ストライキにおけるように， 強力な

組合運動も展開されはしたが， その成果も長続きしなかった1 4) 。 とすれば， こ

うした「寄生的産業Jの当事者による自発的な運動がこの問題を解決できる見込

はない。 その打開策として提唱されたものこそ， ナショナル・ ミニマムすなわち

立法による全国規模での最低労働条件一律規制に他ならない。

「労働組合運動は， 部門ごとの活動によって産業の寄生状態を撲滅する手段

を供しえないが， コモン・ルールの方策の経済的効果の分析は， 問題解決の

方向を示唆している。 既にみたように， 一産業においてコモン・ルールが仔

在しない場合， 企業間競争は， その産業全体が退化してしまうような手段の

採用を促すものであった。 だが， 一産業全体にわたる， ある共通な最低水準

の施行は， 退化を防止するだけでなく， あらゆる点で産業能率を高める誘

になる。 社会全体でもまた， 規制がなければ， 産業問の競争は， ある特定の

部門において， 国民全体に有害な雇用条件の発生・存続をもた らす傾向にあ

る。 その救済策は， このコモン・ルールの概念を， 一産業から社会全体に拡

大し， ナショナル・ ミニマムを規定することで， 公共の福祉に反する条件の

もとでは， いかなる産業の運営も， 絶対に許さないことである。 J (Webb [1 

897] pp. 766-767，訳937-938頁)

ナショナル・ ミニマムは立法によって推進されるという意味では， 工場法の延

長線上に構築されるべきものである。 しかしながら， 工場法は， 依然として「不
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完全」であるとウェップはいう。 なぜなら， 工場法は， 衛生条件と， 労働時間と

に適用されているにとどまっているから。 したがって， í寄生的産業Jの問題を

解決するためには， こうした工場法を拡張して「一つの組織的な労働法典Jにま

で高めなければならないのである。 しかも， そのナショナル・ ミニマムの内容は，

「労働時間J， í衛生条件」のみならず， í教育J， í賃金」にまで拡張されね

ばならないとウエツブはいう(以上， Webb [1897] pp. 767-768，訳938-939頁)

まず， í教育」のナショナル・ ミニマムについてみてみよう。 すなわち， !Æ立，

労働の問題である。

「丁場法は， 児童に関しては， かなり以前から幅広い称賛を得てきたが， そ

れは単に人道的な根拠からだけでなく， 社会の産業能率を積極的に増進させ

るものとしてでもあった。 しかし， その『児童憲章』が， 児童労働の寄生的

使用を実際に全て防止するまでには， 依然， 多くのことがなされねばならな

い。 児童は， 11歳までは工場での雇用が禁止され， または・14歳になるまで

は， フルタイムの使用が禁止されているが， 他の職種ではより低い年齢での

雇用が許されている。 ・・・仮に， 児童雇用に関する工場法が， 連合王国の

あらゆる職業に一律適用されたとしても， 現行の年齢制限は寄生状態を防止

するには， 明らかに不適当である。 J (Webb [1897] p. 769，訳939-940貞)

こうした状況に対し， ウェッフは， 就業可能年限の職種による例外規定の廃止，

その年齢の16歳までの引き上げ， フルタイムでの就業可能年限の18歳までの引き

上げ， およびそれまでの暫定措置としてのハーフタイム制の拡張を提唱する。 教

育それ自体が， 将来の労働力の質を高めることはもちろん， 労働市場からの児

労働の排除と成人労働者の雇用促進をもたらし， 労働市場を健全化する効果も持

つ。 結果， 社会的な労働力の質的向上と， 最適配分が達成されるというわけだ。

(以上， Webb [1897] pp. 769-771，訳940-942頁)

次に， í衛生のナショナル・ ミニマムJについて。 イギリスにおいては， 公衆

衛生法および工場法によって， 労働者の衛生・安全に必要な事項を整備する義務

が雇主に負わされている。 したがって， 一見， 衛生のナショナル・ ミニマムは

「法律に具体化されているjように見える(以上， Webb [1897] pp. 771-772，訳943

-944 頁)。 だが， ウエツブはこうした見解を否定し， 次のように主張する。

「しかし見かけに煽されてはならない。 産業労働者の全集団は完全に工場法

の外部にあることが分かるだろう。 名目上， 包渋されている部門でさえ， そ
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の大部分はあれこれの方法で実質的には保護されていない。 したがって， 万

人に対する衛生と安全のナショナル・ ミニマムの確保どころではな く， 現行

の法律は， ただ賃金所得者の最強部門， 特に炭鉱夫・綿工の雇用条件を保護

するにあたって， 実際に機能しているに過ぎない。 他方， 最弱な部門， と く

に “苦汗業" の自宅労働者は， 彼らが賃金・労働時間においてそうであるの

と同程度， 衛生においても圧迫を受けている。 (Webb [1897] p. 722，訳944頁)

衛生条件については， 1802年の工場法以来， 早くからの取り組みがあり， その

適用範囲も次第に拡大されていったが， その実行となるとほとんど白紙状態であ

る。 しかも， こうした状況は工場法の規制が及ばない「寄生的産業Jにおいて最

も深刻である。 このような事態 を打開するためには， 法律の厳格な施行と， 家内

労働も含めたあらゆる業種への拡張を提唱する(以上， Webb [1897] p. 722，訳944-

945頁)。

次に， I労働時間 」の問題， すなわち， I余暇と休息のナショナル・ ミニマムJ

の問題に目を向ければ， Iイギリス工場法はさらに一層不完全Jであるとウエツ

ブはいう。

「婦人が週60時間以上の肉体労働をすることは， 公共の政策に反することは

50年来認められてきたことであり， この原理は既に 法律に具体化されている

と考えられている。 しかし， ここでもまた最も圧迫を受けている階層-卸

冗被服業者のために昼夜働 く婦人たち， 商庖やパブ のカウンターに

ちつ くしている婦人たちーは法律の範囲から完全に除外されている。 たと

え法律が適用されているところでも， それは最も窮迫している職業において

ほとんど全く施行されていない。 J (Webb [1897] p. 772， 訳945頁)

ここにおいても， 家内労働は， 全く法律の適用範囲から除外されている。 しカ

も， 法律が適用されている職種においても， その実施状況は極めて不充分である。

さらに1847年の10時間法は， その対象を， 児童・婦人のみに限り， 成人男性労働

者は除外されているのが現状であった。 したがって， I余暇と休養のナショナル

・ミニマム」は， 全ての労働者を対象に， より厳格に実施されねばならないとウ

エツブは主張する(以上， Webb [1897] pp. 772-773，訳945・946頁)。

最後に「賃金のナショナル・ ミニマム」について。

「しかし， 衛生と余暇とはそれだけで， 一国の労働者の健康と能率を維持し，
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産業上の寄生を防止することはない。 ちょうど雇主が婦人を長時間， 不衛生

な条件下で労働させることが公共の政策に反するように， 健康維持に欠かせ

ない 食料・住居のためには不充分な賃金で雇用することも同じく公共の政策

に反する。 我々がいったんあ らゆる雇主もそれ以下では工場の操業を許され

ない最低条件を規定し始めるならば， 各種の賃金契約条項の聞にも論理的な

区別はできない。 雇主から見れば， 生産費の増大はどれも同じことだが， 永

続的な産業能率と国民の健康の維持に関わる経済学者・政治家にとっては，

適切な食料は， 適切な労働時間と充分な排水設備と同じく重要である。 それ

ゆえ完全な効果を発揮するためには， ナショナル・ミニマムの政策は賃金に

も適用されねばならない。 J (Webb [1897J p. 773，訳946頁)

しかし， 賃金という経済活動の最も基本的な領域に属する問題に 政府が介入す

ることに対し， 大きな反対が予想される。 これに対しウエツブは， なん らかの公

的当局が賃金を決定するという慣行が， すでにかなりの程度採用されていると注

意を促す。 すでに述べたLCCにおけるモラル・ミニマムの施行も しかりである。

確かに， 当局は， いくらでも安い賃金で労働者を雇用できる。 だが， 産業能率と

いう点から見れば， 安価な労働はむしろ高くつくというのが， 様々な経験を通じ

た一般的な結論となりつつあるのだ(以上， Webb [1897J p. 774，訳946-947頁)。

最低賃金の水準は， その時々の生活習慣に応じて労働者の健康維持のために必

要とされる最低限に過ぎない。 したがって， ナショナル・ミニマム以上の所得に

ついては， コモン・ルールの方策を通じた個々の労働組合運動によって自由に追

求されるべき余地を残すものであった。 第4章で確認したように， 個々の産業に

おけるコモン・ルールの引き上げは， 累積的に「産業進歩Jを促し， 個々の職業

の生活水準の向上を可能にする。 より高い生活水準が各産業に普及すれば， 当然，

それに牽引されてナショナル・ミニマムの水準も引き上げられていくことになろ
v
つ

また， このことは「産業ピラミッドの底辺Jの底上げを意味し， 新たなレベル

で， 一国全体の産業能率向上の余地を生み出して行く。 労働者の聞の「生存競争

は絶えず， 常により高い水準への機能的順応という形態をとり， 各集団はいずれ

もその技術的能力を改善して， その地位を維持することに努めJ， í産業進歩j

の累積的な増進をもたらすというわけだ(以上， Webb [1897J pp. 790-795， 訳967-

974頁)。

以上みてきたように， ウェッブが提示した「教育J， í労働時間J， í衛生・

安全J， í賃金」の4つのナショナル・ミニマムは， 19世紀末の時点において，
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それぞれ， 初等教育法， 工場法， 公衆衛生法， L CCの公正賃金条項に， その先

駆的形態をもっていたと言える。 その意味で， ウェッブのナショナル・ ミニマム

論は， 個々の要素をとってみれば， なんら新しい提案を含ん でいるわけではない。

しかも， それらの改革提案の内容もあくまで個別・ 具体的なものであった。 だが，

こうした個々の要素を一つのナショナル・ ミニマムという改革原理にまで高めた

ことにこそ， ウェッフの独自性があるといえよう。

平
日

141did­、、‘‘，，，，， 

以上， ウェッブのナショナル・ ミニマムの形成過程とその内容について見てき

た。 ウェッブは「労働に関する王立委員会Jにおけるマーシャルからの批判を

つの契機に， r労働条件に関する立法的規制Jと「産業進歩」との関連について

の考察を 深めていったことが分かる。 r経済的自由」を主張するマーシャルに対

し， ウェッブは一貫して挑戦し続けたのであった。 ナショナル・ ミニマムは， 18 

92年における共同研究の開始に先立つて， ビアトリスとシドニーとの間で掲げら

れた「抽象的経済学Jへの批判および「社会学Jの構築という目標に対する， 彼

らの a応の到達点であった。

ロンドン改革をめぐるモラル・ ミニマムについての知見の深まりを通じ， さら

にはコモン・ルールの経済的効果の解明を理論的な 到達点として， ウェップは，

ナショナル・ ミニマムの施行が， r産業進歩」に有害ではなく むしろ逆にそれ

を推し進める重要な制度機構た りうると主張したのであった。 ここに， rレッセ

・ フエールJを否定し， 市場経済への国家干渉を正当化していく理論的根拠をウ

エツブは得たのである。 その意味で， 彼らのナショナル・ ミニマム論を， 一種の

「新自由主義J的社会立法として理解することも可能であろう。
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注(第5章)

l) 安川[1993]参照。
2) Royal Commission on Labour [1893]4255 
3) I労働に関する王立委員会」について， ビアトリスの日記( 1893年12月24日)には

次のように記されている。

「労働に関する王立委員会は巨大な策謀である。 それは， ひと握りの論客に加えて，

注意深く選び出された多様な労働側代表者(Labour men) ， そして残りは無垢で単純な

地主と資本家で構成 されていた。 ジェラルド・ バルフォア， フレデリック ・ポロック，

アルフレッド・マーシャル， レオナード・ コートニーらの論客は， 委員会を思いのまま

にしていた。 彼らは経済学 の難問を浴びせて労働者を困らせ， 反論することで不利な証

拠を避け， 当惑した報告者に対して経済学， 歴史， 哲学についての入念な理論を述べ立

てていた。 こ れは質問においても同じであった。 シドニーは審問初日， かなり苦痛に満

ちた一日を過ごした。 彼は委員会の間違った信念にいらだ、っていたし， ちょっとしたゲ

ームのように彼らを楽しませていた。 彼の回答はよかったように読めるし， 大いに称賛

に値する。 しかし， 彼の作法には正すべきところがあり， このことで私の胸は痛んだ。

チャールズ・ブース， ケイト・ コートニー， ダグデイル婦人その他の一団も彼に耳を傾

けていたが， 彼らが論客に同意したように， はっきりと反対を示した。 しかし， 次の円

には我が愛すべき少年は， 優れた弁明をし， 完壁なユーモアをもって反論していた。 そ

の日は， 抽象的経済学について の1時間半にわたるジエラルド・バルフォアとの友好的

な議論で幕を閉じた。 それは聴くには良いが， せいぜい夕食後のおしゃべり向けであっ

た。 そして， 公費を使用してまでなすべき質疑応答ではなかったJ (Wcbb [1948] p. 40)。

彼女自身， 後に回顧しているように， い ささか「辛練J (Webb[1948]p.40)で感情的

な表現であるが， それだけに王立委員会に望んだシドニーの心境をよく表していよう。

4) 藤井[1995] 93頁参照。
5) I労働に関する王立委員会」において次のようなやりとりがあった。

(質問者) Iと すれば， あなたは政府が標準最低賃金を決定することに反対ではないの

ですね。 」

(シドニー) I公務員に関するかぎり確実に賛成です。 さらにその模範が他の雇主に対

してそれらをレベルアップすることになるならば， 非常に嬉しいことです。 」

(質問者) I・ ・ ・あなたは政府が賃金を決定することに賛成ですか， あるいはその点

について何か言いたいことがありますか。 J

(シドニー) Iもし， 労働者がそれを望むなら私にはなんら理論的な反対はありません0

・ ・J (Royal Commission on Labour[1893]448 0.4481) 

6) 厳密には， 1802年法は「徒弟の健康お よび道徳に関する法律jという名称であり，

「工場法」 という名称を冠したものではない。 むしろ， エリザベス期以降の「徒弟条令」
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との連続性を有するものでもある。

だが， ハチンズ&ハリソン(Hutchins & Harrison[1926])は， 単なる名称ではなく，

lL.法者の「動機と目的」が考慮されるべきだという視座から， 1802年は， 後の「工場法」

と大いに連続していると整理している。 石畑[1960]も， こうした視座を詳細に検討した

後， その結論をあらためて踏襲している。

7) Hutchins & Harrison[1926]p.l，訳l頁参照

8) 戸塚[1966]112頁参照。

9) Hutchins & Harrison [1926]p. 201，訳202頁参照。

10) 梅根によれば， その具体的な数字は， 1860年代で74・3%， 1870年で68.0%であった

とされている(梅根[1968]11頁)。

11) 19世紀末における初等教育の整備については， 大田[1992]に詳しい。

1 2) 小出[1988]参照。

1 ;)) 安保[1987]参照。

14) Wロンドン ・プログラム� (1891年)において シドニーは次のように述べている。

「しかし， 大ドック・ ストライキは大きすぎる犠牲をはらって得られた勝利に過ぎな

かった。 というのも 1890年の冬までに， 彼らは獲得した自己防衛の力をほとんど全て

喪失したからであるJと(Webb [1891] p. 63)。
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結語

以上， 初期ウェッブの主要著作を素材に 彼らの社会改革 をめぐる思考をた ど

ってきた。 彼らは19世紀末イギリスの具体的な歴史課題と格闘しながら， その解

決の途を求めて， 一つ一つその構想を積み上げて行ったのである。 初期の彼らは

冊の著作に体系的構想、を描くことはなく， その論点もあくまで個別的な次元に

とどまっていたが， 彼らが選び取ったトピックとそれらをめぐる彼らの思考と論

理の中には， 一貫した主張が込められていたように思われる。

彼らの構想、の出発点になったシドニー初期論文は， これまで「社会主義の基礎

理論Jと理解され， I生産手段の公有化Jと直結して理解されてきたが， むしろ

そこには彼ら独自の「市場経済J把握が隠されていたことが明らかになった。

「レント」の獲得をめぐる企業 聞の競争的淘汰によって「産業 進歩Jが永続的に

推進されていく とシドニーははっき り主張していたからである。 こうした立論

に際し， 彼の念頭にあったことは， いわゆる「大不況期Jイギリスにおいて物価

の下落をともないつつ急速に進展した経済発展のプロセスと， その展開の方向性

をひとまず理論的におさえておくことであり， このことが初期特有の社会改革構

想の枠組みを確定することにもなった。

しかも， シドニー初期論文における「発展した産業社会」という概念には， 個

々の社会制度に関する具体的な主張を導出していった， 彼ら特有の|時代把握がぶ

されていた。 すなわち， ウェッブは19世紀のイギリス社会の変化を， 大規模生産

・分業の 進展， 都市化といった歴史過程として把握し， これが19世紀末 にかけて

向度に進行した社会を「発展した産業社会」と概念したのである。 I発展した産

業社会Jとは， 膨大な生産力を有する潜在的に豊かな社会であると同時に， それ

を構成する個々人が生産活動， 消費生活， 都市生活といったあらゆる面にわたっ

て密接な相互依存関係を結んでいる組織化された社会でもある ， というのがウエ

ッブの基本的な経済社会認識であったけ

したがって彼らの社会改革構想も， こうした認識 に規定され， 明確な方向付け

がなされる。 I発展した産業社会」の構成員である人聞は， 今や産業社会の組織

・規律に従属しており， 旧来の「独立生産者J的な自由は望めない2) 。 ところ

が， こうした旧式の自由への固執も根強かった。 ウエツプはこれを「個人主義J

と強く批判し， それが二つの意味で有害である と述べた。 第一 に， それは産業社

会の組織・規律を破壊し， I効率Jを低下させてしまう。 したがって， ウエツプ

は「個人主義Jに対して， I文明Jを逆行させようとするアナクロニズムに他な
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らない， と厳しく批判した。 第二に， í個人主義Jは「不平等な単位からなる社

会では強制と同じであるJ 3) ， すなわち一部の排他的利害のもとに他者を犠牲

にする「非民主的J行為であると。

「発展した産業社会」における「自由Jは， í個人主義」によっては実現でき

ない。 残された道は， 産業社会の組織・規律をいったん受け入れた上で， í個々

人が失ったものを集団的に(collectively)取り戻すJことにあるとウェッブは

考えた4) 。 このことによって初めて「発展した産業社会」にふさわしい「高次

の自由J(Webb [1898] p， 253)が確立されるからである。 こ こ でいう「高次の自

由Jとは， í個々人の能力を最大限に発展させうるJ自由のことである5) 。 い

わゆる「積極的自由」引 に近い概念と理解できょうが， むしろそれが発揮でき

る「条件」に着目するウェップは， 豊かな人間生活の実現に向けた具体的方策を

模索していったのである7)

ウェッブ， 特に シドニーは， マーシャル『経済学原理』の公刊に際し， そ こ に

らの初期論文における富裕実現の方向性が精鰍化されていくのを認め ， その限

りで「それ( w経済学原理� Jは道を示しているJと高く評価した。 だが同時に

マーシャルは「道を進んでいないJと見た彼らは， 独自の道を歩む ことになる。

すなわちそれは， 従来の「経済学Jが軽視してきた「社会諸制度の研究Jのこと

であった。 以後， 彼らは続けざまに， 協同組合運動， 都市政府， 労働組合運動を

めぐる著作を執筆していった。 こうして彼らは， 19世紀後半における「コレクテ

ィヴイズムJの台頭を鋭く見抜き， 豊かな人間生活の実現にむけて それ を活用し

てい こうとしたのであった。

す でには世紀末のイギリスにおいて， 協同組合， 労働組合， 都市自治体は，

「旧自由 主義」的な社会改良の流れの中であいつい で合法化され， ある程度自由

な活動を繰り広げるまでに発展してきていた。 こうした状況をふまえてウェッフ

は， ひとまず運動の内部に批判の目を向けた。 íコレクティヴイズムJの内部に

おいても， 生産者組合運動， í旧J労働組合主義などにみられるように， í効率J

を低下させ， 排他的利害に固執する「個人主義J的思考が根強く残っていたから

であった。 他方， 消費者組合， 都市政府， í新」労働組合主義といった新しい運

動原理に拠れば， í効率Jは向上し， その成果を産業社会の構成員全体で幅広く

享受 できると捉えたばかりでなく， さ らにウエツフは， 消費者によるコレクティ

ヴイズム(消費者組合， 都市政府)と， 労働者によるコレクティヴイズム( í新」

労働組合主義)とが互いに連携すべきであると主張した。 これ らの社会諸制度は，

全てが有機的に関連して発展する ことで， 初めて， 消費・労働生活 を網羅した豊

かな人間生活 を実現しうるも のと構想されていたのである。
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初期ウェッブの社会改革構想における一貫した 主張とは， こうした怠味で， 人

間生活における生産・ 享受の全体を包括する「効率」の追求であったと言えよう。

シドニー初期論文に明らかなように， 初期のウェッブは) 19世紀末の経済状況を

ふまえた上で) í市場経済Jを中心とした競争的淘汰によって「産業進歩Jの推

進が 基本的には可能である， と考えていた。 他方で， 消費者組合， 都市政府には

非営利的な事業経営が 課せられるが， その底には「効率jという観点からの実践

的判断があった。 í市場」と消費者組合 ・都市政府は相互に連携して発展してい

くことになる， と展望されていたのである。

さらに) íコレクティヴイズム」の一層の発展のためには， 地方政府の権限拡

大(事業運営権， 地方税課税権)) í労働条件の立法的規制」など， 外的な条件

整備が必要なこともウェッブは見逃さなかった。 だが， これらの要求は) í旧

由主義Jが旨とする「財産権J) í契約の自由 」に抵触する側面を有していた。

しかも， マーシャルに代表されるように， こうした要求は生産力発展を阻害する

という批判が根強かった。 ウェッブは， 当初からその方向性においてマーシャル

と類似した「産業進歩J論を有しつつ， 数年にわたりその構想を練りあげ) íナ

ショナル・ ミニマムJという改革原理を打ち出すことで， これがむしろ社会全体

の生産力向上に貢献すると主張したのであった。 í市場経済」を基本とした社会

においては， その十全な機能の発揮のために一定の国家干渉が必要であるとする

彼らの「ナショナル・ ミニマムjは， この限りでも「新自由主義J的社会立法の

画期 として改めて評価されてよいと思われる。

しかもこうした「コレクティヴイズム」の進展の中で， それを支える個々人に

も， 一定の主体的要件が求められ， またそれが育成されることになる， とウエツ

ブは考えた。 これには， 消費者組合員・市民として， および労働者・生産者とし

ての2つの側面があった。 消費者組合員・市民として求められる主体的要件とは，

「代議制自治 Jの構成員としてのそれである。 つまり， 代表者を選出する際に共

同体の利益推進という見地から， 結果的に自己の利益をも獲得し， しかもその代

表者の職務を有効に監視しうる知見を備えた「市民Jのことである。 個々人の

「市民」としての資質は， 都市自治体の選挙民のみならず消費者組合の組合員と

しても， 十分に訓練されうるというのがビアトリスの主張であった。 さらに， 労

働者・生産者としては「機能的順応Jすなわち「能力・欲望の程度および複雑さ

の増進への個々人の順応jが求められる。 このことは， 消費者組合の「有給役員j

にすでに体現されているだけでなく) í新J労働組合主義を通じて一般の労働組

合員にも普及していくと予測される。 ウエツブは) í機能的順応」のためには，

より豊かな生活水準という「物質的基盤」と) í競争」という「精神的刺激Jの
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両者が必要であると述べていた。 他方で， ウェッブは消費省組合・都市政府など

の非営利組織においては， í利潤原理Jによらずとも， 個々人が「機能的順応J

を果たし， í効率」化を達成し， í市民jとして「進歩」していくと見なした。

ウェッブは， í発展した産業社会Jにふさわしい「高次の自由Jの実現を 4ー

して模索し続けたのであった。 その内容を「個々人の能力を最大限に発陣しうる」

由と捉らえた彼らにあって， 豊かな人間生活の実現が不可欠であった。 いった

ん， 生活の豊かさが確保されれば， 個々人は自ずと「能力の発揮」に向けて「進

歩」を開始する。 このことが再び\社会全体の「効率」を引き上げ， 人間生活を

向上させる。 í効率Jと「進歩」とのこうした循環的な運動が累積的に進行する

状態をウェッブは「高次の自由Jとみなし， íコレクティヴイズム」をその実現

手段として活用していったのであった。

本論文の冒頭で指摘しておいたように， 中・後期のウェッブは自らの構想、から

「市場経済Jを退け， í産業コントロールJをその前面に掲げ， í混合経済J， 

さらには「ロシア社会主義」へと傾斜していくことになる。 こうした表面的な事

実にのみ着目するなら ば， ウェッフの社会改革の歩みは「社会主義Jへのそれで

あったという解釈も成 り立ちうるかのように見える。 だが本論文で明らかにした，

初期ウェッブの主張をふまえれば， 中期， 後期をめぐる理解も自ずと異なってこ

よう。 彼らにあっては， í進歩Jと「効率」を循環的に達成しうる「高次の自由」

こそが一貫した目標であったのであり， í市場Jか「計画」かといった問題につ

いても， 超越的なイデオロギーに拘泥することなく， 具体的現実をふまえつつ実

践的な見地から判断を下していった， と理解することが出来るからである。 すな

わち， 19世紀末イギリスにおける飛躍的な経済発展を前にした初期においては

「市場」こそが「効率J的と判断されたが， 第l次世界大戦における計画経済の

経験， 大恐慌期イギリスの経済混乱を通過した中・後期にお いては， 同じ「効率J

という視点から， むしろ「市場Jに対する「計画」の優越性が積極的に評価され，

活用されていくことにもなる。 その意味では， í効率jと「進歩Jを円環的に達

成しうる「高次の自由Jの実現をめざすウェップの思想の核心は， 生涯， 一貫し

て保持され続けた， と捉え直すことが出来るのである。
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ザ造問朴桁枠は

l) 19世紀を通じたイギリス経済社会の変化についてウェッフは以下のように述べてい

た。

「我々が， イングランドを社会民主主義へと転換させるためには， 産業革命によって

もたらされた変化を率直に受け入れなければならない。 その変化とは， 工場制度， 大都

市の大人口， 近代文明の精鰍な差別・複雑化， 労働者の市民への従属， コミュニティへ

の個々人の従属のことである。 J (Webb[1898]p.265) 

19世紀末という時代は， イギリス経済史に即して言えば第二次産業革命にあたる。 だ

が， ウェッブにはこうした歴史段階区分はなく， 18世紀末以来の「産業革命」が19世紀

を通じて量的に拡大したものと把握されていることに特徴があろう。
2) W近代産業の諸問題� (1902年版)の序文においてウエツブは次のように述べてし

た。

「約1 25年前すなわちジェファーソンとアダム・ スミスが著述していた時代において

は， 物事の普通の状態は， 全ての者が適切な方法で， “自分自身の主人" にな ることで

あった。 経済活動は， 賃金， サラリーとは区別された意味での利潤の務専に動機付けら

れた人間によって大部分がなされていた。 さらに， 価値は独立生産者どうしの財・ サー

ビスの相互交換によって決定されるということが， 一つの科学的真実とみなされていた。

古典派経済学は， まさにこ れらの前提を基礎にしていたのだJ (Webb[1902]p.vi)。

このことは「個人主義」あるいは古典派経済学が前提する世界が， ウェッブのいう

「産業革命J以前の世界であったこと， つまり「独立生産者 」による小規模な生産単位

を主力とし， 経済主体の問の組織的な結びつきが極めて弱い時代であったことを力説す

るウェッブの歴史認識を物語っている。 古典派経済学はあくまで一時代前の旧式の学説

であり， 19世紀末の「発展した産業社会Jにあっては， 有効な改革思怨たりえないとウ

エツブは主張したのであった。

「もし自由というものが， 各人が自己の主人であって自らのほしいままに行動する門

由を意味するな らば， それは明 らかに民主制その他いかな る政治形態とも整合しえなし

だけでなく， f.周密な集団への人口集中， 分業さらに文明自体とさえ整合しないJ (We bb 

[1897] p. 847，訳1039頁)。

3) 全文を引用すればこうである。 í特定の個人， 団体， 階級によって使用される “契

約の自由'\ “結社の自由'\ “企業の自由" という言葉が通常意味するのは， 彼らが

たまたま所有することにな った権力を行使する機会の自由ということである。 言い換え

れば， 他のより無力な人々を自らの言う通りに従わせる自由ということなのだ。 この種

の個人的自由とは， 不平等な単位からなる社会においては強制と同じであるJ (We bb [1 

897] p. 847，訳1039頁)。

4) í文明と進歩の世界においては， 誰も自分自身の主人たることはできない。 し かし，
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近代社会において， 個々人が自己の生活に対する支配権を喪失することが不可避である

という事実そのものが， 個々人が失ったものを集団的に取り戻そうとする希望を， 彼ら

に抱かせるのであるJ (We b b [1 897] p. 850，訳1043頁)。

5) I我々は “リバティ'\ “フリーダム" という言葉を， 自然的・不可侵の権利の

的な大きさとしてではなく， 実際に個々人の能力を最大限に発展させうるような， 社会

における生存の条件であると理解するJ (Webb [1897]p. 847，訳1040頁)。

6) このことは， I問題の所在Jで紹介したノーラン[1988]による， ウェッブとグリー

ンらの「新自由主義者」との類似性の指摘を裏付けるものであろう。

7) I生活が自らの利得を求める終りなき苦闘であるかぎり-それ が貧困との気が滅

入る闘いである問はより一層そうであるが-他者への同感， 知識， 芸術および宗教を

めぐる能力を発展させるための自由な時間やエネルギーは残されないJ (Webb[1897]p. 

849，訳1041-1042頁)
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